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I はじめに
先物為替予約 (forwardexchange contract -単に為替予約とも呼ばれる-)
は，将来における特定の日または一定期間内に，特定の為替相場(先物レート
または予約レートと呼ばれる)で二つの異なる通貨を交換する契約である口先
物為替予約は，当事者間においてあらかじめ，①交換される通貨の種類，②売
予約か買予約かの区別，③金額，④受渡期日(または期間)，⑤予約レートを
定めることにより締結される。先物為替予約は 外貨建の輸出入取引や借入・
貸付取引から生じる外貨建債権・債務の保有に伴う為替相場の変動リスクをヘッ
ジする目的のために締結される。また 先物為替予約は，将来の為替相場の変
動を予想して，為替変動差益を獲得するという投機目的のために締結されるこ
ともある。先物為替予約に関する lつの基本的な会計問題は，ヘッジ目的・投
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機目的といった異なる目的のための先物為替予約に対して同じ会計処理を適用
すべきか，あるいは異なる会計処理を適用すべきかという点にあると考えられ
る。また，先物為替予約に関するさらに一層基本的な会計問題は，未履行契約
である先物為替予約を契約時に1つの独立した外貨建取引として記録すべきか
否かという点にあると考えられる。本論文の目的は， FASB基準書第52号によ
る先物為替予約の会計処理方法を批判的に検討するとともに，先物為替予約に
関するこれらの基本的な会計問題を解決するための提案を検討することにある。
E 基準書第52号による先物為替予約の会計処理方法
基準書第52号は，ヘッジ目的の先物為替予約と投機目的の先物為替予約とを
区別してその会計処理方法を規定している。また，基準書第52号は，ヘッジ目
的の先物為替予約が，外貨建取引に対するヘッジとして用いられるか外国にあ
る企業の純投資に対するヘッジとして用いられるかによって，異なる会計処理
方法を規定している。さらに，基準書第52号は，外貨建取引に対するヘッジと
して用いられる先物為替予約について，ヘッジの対象となる外貨建取引が，未
決済の外貨建取引(たとえば，代金後払いでの商品の購入)であるか識別可能
な外貨建コミットメント(たとえば，設備を購入または売却する契約)である
かによって，異なる会計処理方法を規定している。要するに，基準書第52号は，
①未決済の外貨建取引をヘッジするための先物為替予約，②識別可能な外貨建
コミットメントをヘッジするための先物為替予約，③外国にある企業の純投資
をヘッジするための先物為替予約，④投機目的の先物為替予約について，それ
ぞれ異なる会計処理方法を規定している D 以下において，設例を用いて基準書
第52号による先物為替予約の会計処理方法を明らかにする10
1 以下の設例は，文献 ([4]， pp.180・184)を参考にしている。
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(1) 未決済の外貨建取引をヘッジするための先物為替予約の会計処理方法
基準書第52号は， r先物為替予約は，将来における特定の日に特定のレート
(先物レート)で異種の通貨を交換する契約である。先物為替予約は，外貨建
取引である([9] ， par .17) 0 Jと規定した上で，未決済の外貨建取引をヘッジ
するための先物為替予約について， r par.20または par.21で規定された条件
(識別可能な外貨建コミットメントをヘッジするとの条件または外国にある企
業の純投資をヘッジするとの条件ー引用者挿入)を満たさない先物為替予約に
関する損益は，他の外貨建取引に対する要請 (par.15)に準拠して純利益の算
定に含められるであろう([9] ， par .17) 0 Jと規定している。基準書第52号は，
「他の外貨建取引に対する要請 (par.15) Jとして， r機能通貨と取引が表示さ
れる通貨との為替レートの変動は，取引の決済における機能通貨キャッシュフ
ローの期待金額を増加または減少させる。期待される機能通貨キャッシュフロー
の増加または減少は 為替レートが変動する期間の純利益の算定に一般的に含
められるであろう為替差損益である。同様に，外貨建取引の決済において実現
される為替差損益(取引日または直近の決算日のどちらかより近い日から決済
日までの期間に測定される)は，取引が決済される期間の純利益の算定に一般
的に含められるであろう ([9]，par.15)oJと規定している。また，基準書第5
2号は， r先物為替予約に関する損益(繰り延べる繰り延べないに関係なく)は，
par.19で論じるタイプの先物為替予約(投機目的の先物為替予約ーヲl用者挿入)
を除いて，先物為替予約の外貨金額に決算日の直物レートと先物為替予約の開
始日の直物レート(または，前期にその契約に基づいて損益を測定するに用い
た直近の直物レート)との差額を掛けることにより，算定されるであろう。先
物為替予約に関するデイスカウントまたはプレミアム(つまり，契約上の先物
レートと契約の開始日の直物レートとの差額に外貨契約額を掛けた金額)は，
契約に関する損益とは別個に会計処理され，先物為替予約の契約期間に渡って
純利益の算定に含められるであろう ([9]，par.18)oJと規定している。要す
るに，未決済の外貨建取引をヘッジするための先物為替予約に関する損益(決
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算日の直物レートと先物為替予約の開始日の直物レートまたは前期の決算日に
損益を測定するために用いた直物レートとの差額に先物為替予約の外貨金額を
掛けることにより算定される。)は，当期損益として認識される。また，デイ
スカウントまたはプレミアム(つまり 先物レートと契約の開始日の直物レー
トとの差額に先物為替予約の外貨金額を掛けた金額)は，契約期間に渡って，
償却され，当期損益として認識される。
【設例 1] 
米国の会社が， 19X1年12月1日にスウェーデンの輸入業者に100万スウェー
デン・クローネで商品を販売した(代金は90日後に受け取る約束である)。同
社は，同時に， 90日後つまり19X2年3月1日に 1スウェーデン・クローネ=
0.19ドルの先物レートで 100万スウェーデン・クローネを引き渡す先物為替
予約を締結する。なお，決算日は， 12月31日であり，関連の為替レートは，次
の通りである。
19X1年12月1日の直物レート
19X1年12月1日の90日先物レート
19X1年12月31日の直物レート
19X2年3月1日の直物レート
[取引日]: 19X1年12月1日
売掛金 200，000ドル
ドル建為替予約未収金 190，000 
繰延デイスカウント 10.000 
[決算日]: 19X1年12月31日
為替差損 10，000 
クローネ建為替予約未払金 10，000 
繰延デイスカウント償却 3，333 
[決済日]: 19X2年3月1日
為替差損 20，000 
1スウェーデン・クローネ=0.20ドル
1スウェーデン・クローネ=0.19ドル
1スウェーデン・クローネ=0.19ドル
1スウェーデン・クローネ=0.17ドル
売上 200，000ドル
クローネ建為替予約未払金 200，000 
売掛金 10，000 
為替差益 10，000 
繰延デイスカウント 3，333 
売掛金 20，000 
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クローネ建為替予約未払金 20，000 為替差益 20，000 
繰延デイスカウント償却 6，667 繰延デイスカウント 6，667 
外貨 170，000 売掛金 170，000 
クローネ建為替予約未払金 170，000 外貨 170，000 
現金 190.000 ドル建為替予約未収金 190，000 
(2) 識別可能な外貨建コミットメントをヘッジするための先物為替予約の会
計処理方法
基準書第52号は，識別可能な外貨建コミットメントをヘッジするための先物
為替予約2について， i損益は，繰り延べ，関連する外貨建取引(たとえば，設
備の購入または売却)の測定値に含めるべきである。しかしながら，もし，繰
り延べが以後の期において損失をもたらすと見込まれるならば，損失は繰り延
べるべきではない ([9]，par.21)oJと規定している。また，基準書第52号は，
i par.21のもとで，損益が繰り延べられるならば，コミットメント期間に関係
する先物為替予約のデイスカウントまたはプレミアムは，記録時に関連する外
貨建取引の測定基礎に含めることができる。 ([9]， par.18) oJと規定している。
要するに，識別可能な外貨建コミットメントをヘッジするための先物為替予約
に関する損益は，繰り延べ，関連する外貨建取引の測定値に含められる。また，
デイスカウントまたはプレミアムは，繰り延べ，関連する外貨建取引の測定値
に含めるか，あるいは，契約期間に渡って償却され，当期損益として認識され
る。
【設例2]
米国の会社が， 19X1年12月1日に90日後に商品を引き渡し， 100万スウェー
2 基準書第52号は， I外貨建取引は，次のような 2つの条件が満たされれば，識別可能
な外貨建コミットメントのヘッジと考えられる。 a.外貨建取引が外貨建コミットメン
トのヘッジとして指定され，有効であること。 b.外貨建コミットメントが確実である
こと ([9]，par.21)oJと規定している。
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デン・クローネの支払いを受け取る販売契約をスウェーデンの輸入業者と締結
する。同社は，同時に， 90日後つまり19X2年3月1日に 1スウェーデン・ク
ローネ=0.19ドルの先物レートで 100万スウェーデン・クローネを引き渡す
先物為替予約を締結する。なお，決算日は， 12月31日であり，関連の為替レー
トは，次の通りである。
19X1年12月1日の直物レート 1スウェーデン・クローネ=0.20ドル
19X1年12月1日の90日先物レート 1スウェーデン・クローネ=0.19ドル
19X1年12月31日の直物レート 1スウェーデン・クローネ=0.19ドル
19X2年3月1日の直物レート 1スウェーデン・クローネ=0.17ドル
[取引日]: 19X1年12月1日
ドル建為替予約未収金 190，000ドル クローネ建為替予約未払金 200，000ドル
繰延デイスカウント 10，000 
[決算日]: 19X1年12月31日
クローネ建為替予約未払金 10，000 
繰延売上修正 3，333 
[決済日]: 19X2年3月1日
クローネ建為替予約未払金 20，000 
繰延売上修正 6，667 
外貨 170，000 
繰延為替差益 30，000 
売上 10，000 
クローネ建為替予約未払金 170，000 
現金 190，000 
繰延為替差益 10，000 
繰延デイスカウント 3，333 
繰延為替差益 20，000 
繰延デイスカウント 6，667 
売上 170，000 
売上 30，000 
繰延売上修正 10，000 
外貨 170，000 
ドル建為替予約未収金 190，000 
(3) 外国にある企業の純投資をヘッジするための先物為替予約の会計処理方
法
基準書第52号は，外国にある企業の純投資をヘッジするための先物為替予約
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について， r在外事業体における純投資の経済的ヘッジとして指定され，指定
日から有効である外貨建取引に関する損益は，純利益の算定に含めるべきでは
ない。それは，換算調整勘定と同じ方法で報告すべきである([ 9 ] ，par. 20 ) 0J 
と規定している。また，基準書第52号は， r par.20のもとで，純投資のヘッジ
として損益が会計処理されるなら，先物為替予約のデイスカウントまたはプレ
ミアムは，独立した持分構成項目における換算調整勘定に含めることができる
([9]， par.18)oJと規定している。これらの会計処理方法は，在外事業体の機
能通貨が現地通貨(外貨)である場合(在外事業体の外貨表示財務諸表が決算
日レート法により換算され，換算差額が換算調整勘定として貸借対照表に計上
される場合)に適用される。在外事業体の機能通貨が本国通貨(報告通貨)で
ある場合(在外事業体の外貨表示財務諸表がテンポラル法により換算され，換
算差額が損益として損益計算書に計上される場合)には，前述した(1)未決済の
外貨建取引をヘッジするための先物為替予約の会計処理方法が適用される。要
するに，外国にある企業の純投資をヘッジするための先物為替予約に関する損
益は，在外事業体の外貨表示財務諸表の換算差額と同じ会計処理方法が適用さ
れる。
{設例3-1] 
機能通貨が円(現地通貨)である日本にある米国企業の子会社が， 1月1日
に純資産持高 (70.000.000円)である。決算日まで円安が続くと予測されるの
で，米国の親会社は， 12カ月先物 1円=0.007575ドルの先物レートで
135.000.000円を引き渡す先物為替予約を締結する。なお，決算日は12月31日
であり，関連の為替レートは，次の通りである。
1月1日 直物レート
1月1日 12カ月先物レート
1円=0.007640ドル
1円=0.007575ドル
1円=0.007505ドル12月31日 直物レート
[取引日]: 1月1日
ドル建為替予約未収金 1，022，625ドル 円建為替予約未払金 1，031，400ドル
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繰延デイスカウント 8，775 
[決算日]: 12月31日
円建為替予約未払金 18，225 換算調整勘定 18.225 
換算調整勘定 8，775 繰延デイスカウント 8，775 
外貨 1，013，175 現金 1，013，175 
円建為替予約未払金 1，013，175 外貨 1，013，175 
現金 1，022，625 ドル建為替予約未収金 1，022，625
この[設例3--1 ]では，決算日レート法のもとでの9，450ドルの(借方)
換算調整勘定(純資産持高70.000.000円x(0.007640ドルー 0.007505ドル))は，
先物為替予約に関する9，450ドルの(貸方)換算調整勘定((貸方)換算調整勘
定18，225ドルー(借方)換算調整勘定8，775ドル)によって相殺される。
{設例3-2] 
機能通貨がドル(本国通貨)である日本にある米国企業の子会社が， 9月30
日に純負債持高 (70，000，000円)である。決算日までの円高によって生じる換
算損失をヘッジするために，米国の親会社は 90目先物1円=0.007570ドルの
先物レートで135，000，000円を購入する先物為替予約を締結する。なお，決算
日は12月31日であり，関連の為替レートは，次の通りである。
9月30日 直物レート 1円=0.007505ドル
9月30日 90目先物レート 1円=0.007570ドル
12月31日 直物レート 1円=0.007640ドル
[取引日]: 9月30日
円建為替予約未収金 1，013，175 ドル建為替予約未払金 1，021，950
繰延プレミアム 8，775 
[決算日]: 12月31日
円建為替予約未収金 18，225 為替差益 18，225 
繰延プレミアム償却 8，775 繰延プレミアム 8，775 
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ドル建為替予約未払金 1，021，950
外貨 1，031，400 
現金 1，031，400 
現金
円建為替予約未収金
外貨
1，021，950 
1，031，400 
1，031，400 
この【設例 3-1]では，テンポラル法のもとでの9.450ドルの換算損失
(純負債持高70，000，000円x(0.007640ドルー 0.007505ドル))は，先物為替予
約に関する為替差益9，450ドル(為替差益18，225ドルー繰延プレミアム償却
8，775ドル)によって相殺される。
(4) 投機目的の先物為替予約の会計処理方法
基準書第52号は，投機目的の先物為替予約について， r投機目的の先物為替
予約に関する損益(つまり，エクスポージャーをヘッジしない契約)は，契約
の残存期間に対応する先物レートと契約上の先物レートとの差額に先物為替予
約の外貨金額を掛けることによって算定すべきである。投機目的の先物為替予
約に関するデイスカウントまたはプレミアムに対しては，いかなる会計上の認
識も与えられない ([9J，par.19)oJと規定している。要するに，投機目的の
先物為替予約に関する損益(契約の残存期間に対応する先物レートと契約上の
先物レートとの差額に先物為替予約の外貨金額を掛けることにより算定される)
は，当期損益として認識される D
【設例4]
米国の会社は， 19X1年11月30日に投機目的で90日先物 1円=0.007570ドル
の先物レートで135，000，000円を購入する先物為替予約を締結する。なお，決
算日は， 12月31日であり，関連の為替レートは，次の通りである。
19X1年11月30日 直物レート 1円=0.007505ドル
19X1年11月30日 90目先物レート 1円=0.007570ドル
19X1年12月31日 60日先物レート
19X2年2月28日 直物レート
1円=0.007600ドル
1円=0.007650ドル
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[取引日]: 19X1年1月30日
円建為替予約未収金 1，021，950 ドル建為替予約未払金 1，021，950
[決算日]: 19X1年12月31日
円建為替予約未収金 4，050 為替差益 4，050 
[決済日]: 19X2年2月28日
ドル建為替予約未払金 1，021，950 現金
現金 1，032，750 円建為替予約未収金
為替差益
1.021.950 
1，026，000 
6，750 
12月31日の先物為替予約に関する取引利得は， 4，050ドル [135，000，000円×
0.007570ドル (11月30日の90日先物レート) -0.00760ドル(12月31日の60日
先物レート)]である。
以上述べた基準書第52号による先物為替予約の会計処理方法は図表1のよう
に要約できる。
図表1 基準書第52号による先物為替予約の会計処理方法
先物為替予約の目的 損 益
デイスカウント
プレミアム
①未決済の外貨建取引 当期損益として認識す 当期損益として認識す
のヘッジ (par.17・par. るa るb
18) 
②識別可能な外貨建コ 繰り延べ，外貨建取引 繰り延べ，外貨建取引
ミットメントのヘッジ に含める に含めるか当期損益と
(par.21 ) して認識する
ーに対する~-----------------------レ/純投資のヘッジ(par.20) 
3 表 1は，文献([4]， p.181)を参考にしている。
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③-1外貨が機能通貨 換算調整勘定(独立し 換算調整勘定(独立し
である場合 た持分構成項目)とし た持分構成項目)とし
て計上する て計上するか当期損益
として認識する
③-2報告通貨が機能 当期損益として認識す 当期損益として認識す
通貨である場合 る る
④投機 (par.19) 当期損益として認識す
るc
a この損益は，決算日の直物レートと先物為替予約の開始日の直物レート
(または，前期の決算日に為替差損益を測定するために用いた直物レート)
との差額に先物為替予約の外貨金額を掛けることにより算定される。
b デイスカウントまたはプレミアム(つまり，先物レートと契約の開始日の
直物レートとの差額に先物為替予約の外貨金額を掛けた金額)は，契約期間
に渡って当期損益として認識される。
c この損益は，契約の残存期間に対応する先物レートと契約上の先物レート
との差額に先物為替予約の外貨金額を掛けることにより算定される。
皿 基準書第52号による先物為替予約の会計処理方法の問題点
基準書第52号による先物為替予約の会計処理方法に対して 2つの問題点が指
摘される。 1つは，基準書第52号によれば，先物為替予約は未履行契約である
にもかかわらず，契約時に認識されているとの問題点である。もう 1つは，基
準書第52号によれば，先物為替予約がヘッジ目的であるか投機目的であるかに
よって，異なる会計処理方法が適用されるので，経営者による利益操作の可能
性があるとの問題点である。
(1) 先物為替予約は未履行契約であるにもかかわらず，契約時に認識されて
いるとの問題点
基準書第52号によれば， r先物為替予約は，外貨建取引である ([9]，par.17)oJ 
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と規定され，第H節で明らかにしたように，先物為替予約は未履行契約である
にもかかわらず，契約時に認識される。たとえば，嶺教授 ([17J，277頁)は，
この問題点を「為替予約が外貨建取引であるとしても，それは将来実行される
外貨建取引であり，未履行契約であることには変わりはない。したがって外貨
建取引であるという理由だけでは，為替予約のみを，他の未履行契約から区別
し，特別扱いして会計上，認識する根拠にはならない。基準書第52号は，為替
予約が会計上，認識・測定される一つの独立した外貨建取引であることを『基
準Jで明示するに当たって，その根拠も示すべきであった。この点が，今後の
為替予約の一つの重要な課題であるといえる。」と指摘している。
また， M.A.フェクラット ([6J，p.251)も，同様の問題点を IFASB基準
書第52号は，これらの先物為替予約について異なる会計処理をすべきであると
する理由または先物為替予約を勘定に正式に記録すべきであるとする理由に関
する明確で体系的な論理を提供していない。確かに，先物為替予約は，将来特
定のレートで異種の通貨を交換する契約である。現行の会計原則および手続は，
契約の条件が実質的に履行されるまでは 一般に このような未履行契約の記
録を禁止している。…基準書第52号が『先物為替予約は 外貨建取引である
( [9J ，par .17 ) 0 jと規定した理由，また，基準書第52号が，取引の実際の完了
するに先だ、って，事前に決定されている価格で将来引き渡すことを取り決めた
通貨購入契約を記録すべきであり，未実現損益を認識すべきであることを要求
している理由は明らかにされていない。」と指摘している。
通常， I一般に認められた会計原則」によれば，未履行契約は記録されない。
したがって，未履行契約である先物為替予約を契約時に記録することは， I一
般に認められた会計原則」に反することになる。たとえば APBステートメ
ント NO.4によれば， I未履行契約から生じる資源および責務は，当事者の一
方が少なくとも，彼のコミットメントの一部を履行するまでは，一般に，資産
および負債として記録されない([1]， par.162)oJと規定されている40
また， J .St. G. カー ([11J，(訳)6頁)も，未履行契約は一般に認識さ
-48 (220)-
れないとの見解を「実際，未履行契約におけるコミットメントは，若干のリー
ス契約および損失が予測される確定的購入契約という 2つの例外を除いて，一
般に財務諸表において認識されない口リースが資産化された場合，認識される
負債の金額は，将来のリース料支払額の現価に等しい。しかしながら，損失が
予測される購入契約に関しては，通常，契約における負債全体が認識されるの
ではなく，予測損失に対する引当金の設定が行われている。」と述べている。
上記のような未履行契約である先物為替予約を契約時に認識しているとの問
題点の指摘に対して，先物為替予約などの未履行契約を積極的に認識すべきで
あるとの見解もある。たとえば，田中建二教授 ([23J.40頁)は，かかる見解
を「為替予約や先物契約を独立した取引として会計の認識対象とすることには，
未履行契約は会計上の取引として認識しないとする現行の会計ルールに反する
との批判もある。
しかしながら，さまざまなオフ・バランス取引の増大が問題となっている現
状からして，むしろ未履行契約を会計上の取引として積極的に認識していくこ
とが緊急の課題となっているのではなかろうか。為替予約をひとつの独立した
取引として認識することが オフ・バランス取引の問題への展望を切り開くきっ
4 APBステートメント No.4は，未履行契約を記録しないとの一般に認められた会計
原則について，さらに詳細に次のように説明している。「交換の記帳 当該企業と他の
実体(企業または個人)との交換は，一般に，資源または責務が移転されるか，サーピ
スが提供されるときに，財務会計上記帳される ([1]，par.181・s-1)。
コミットメント 将来資源を交換するという約定であって，現時点ではその約定の両
当事者とも未履行のコミットメントは， (1)ある種のリースや(2)確定的なコミットメント
に関する損失を記録する場合を除き，当事者のいずれかが，少なくともそのコミットメ
ントの一部を履行するまでは記帳されない。
議論 ほとんどの未履行契約は，交換の記帳に関する一般的な原則に対する例外とし
て処理される。契約当事者の間での約束の交換は，価値のあるものの交換ではあるが，
その約束は，当事者の一方または双方が少なくともその契約の一部を履行しない限り，
相殺的なものであり，記録する必要はないとするのが会計上の通常の見解である。しか
しながら，ある種の未履行契約の影響は，記録される。たとえば，長期リースは，レッ
シーによって対応する負債を伴う資産として記録される([1]， par .181・s-1 E )oJ 
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かけとなることが予期されよう。」と述べている。
また， L.ローレンセンは， I未履行の先物為替予約は，米国企業がドル(外
貨)に対する請求権と外貨(ドル)をヲIき渡す責務を有しているという意味で，
資源と責務の両方である。しかしながら，未履行の先物為替予約を資産および
負債として報告することは，未履行契約を記録しないとの一般に認められた会
計原則に反する ([14J，p.66)Jことになる点を指摘した上で，先物為替予約
を認識すべきであるとの見解を次のように述べている。
「米国企業は， しばしば，未履行の先物為替予約のもとでの権利および義務
を通貨切り下げまたは切り上げ後に，銀行に譲渡し，デイスカウントを控除し
た予測利得に等しい貨幣金額を対価として受け取る。したがって，未履行の先
物為替予約は，しばしば，市場価格を持っており，経済的資源である。この資
源は，契約を交わした企業と銀行との聞における約束の相互譲渡によって取得
される。契約日における先物レートと直物レートとの差額は，契約の「原価」
と言われることがある。しかし，それは，その契約を遂行するために銀行に支
払う義務という意味での原価ではない。銀行は，顧客にチャージすることによっ
てでなく，銀行が契約のもとで購入する外貨をより高い価格で別の顧客に売却
することによって，利益を獲得する。
先物為替予約が，通常の意味で原価を持たないということは，それを資産と
して報告しないことの理由として不十分である。市場価格のある未履行の先物
為替予約は，資産として報告し，市場価格で表示すべきである ([14J，p.66)oJ 
また，弥永助教授 ([26J，15頁)は，未履行契約に関する井尻教授の見解5
に基づいて，先物為替予約を含むデリバテイブ契約一般についてそれを契約時
に資産・負債として認識すべきであるとの見解を次のように述べている80
「井尻教授のレポートは，契約上の債権・債務が，それらが確定的な(firm)
5 文献日0]を参照
6 弥永助教授 ([25]，2頁〉は， I先渡，先物，オプション，スワップその他これに類似
する金融商品をデリパテイブ」と考えている。
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ものとなったときに資産・負債として認識されるべきであるという規準を提案
している D この規準は，アメリカ，英連邦の国々および国際会計基準委員会の
概念ステートメントの資産・負債の認識規準と適合性を持ち，会計学者からも
広く支持を得ているといえよう。そして，どの時点で確定的になったといえる
かについては，その契約が『厳しい』ペナルティー(当事者に契約を解除する
ことを通常思いとどまらせるようなペナルティー)を受けることなく解除でき
なくなった時点であると考えられている。多くの場合，双方未履行契約は『厳
しいjペナルティーを受けることなく契約を解除できるため，双方未履行契約
は確定的にはなっておらず， したがって，その契約に基づく債権・債務は資産・
負債として認識されないが，デリバテイブ契約の場合には，契約時以降はその
公正価値に相当する金銭の受領・支払い(差金決済を含む)によって手仕舞う
ことになり，契約時以降は『厳しいJペナルティーが存在することになり，契
約時に確定的になったと評価できる。この観点からも，デリバテイブ債権・債
務は，資産・負債の定義・認識規準を満たす限り 契約時に資産・負債として
認識すべきであるといえよう。J
弥永助教授 ([26]，16頁)は，デリバテイブ契約を契約時に資産・負債とし
て認識すべきであるとの上記の見解に基づいて，先物契約を契約時に資産・負
債として認識すべきであるとの見解を「将来の特定日に一定額の金融商品を購
入する権利は，過去の取引に基づく法律上の権利であり，換金性を有する。ま
た，この権利は報告主体に将来の経済的便益をもたらす蓋然性が高いというこ
とができる。他方，購入に対して支払いをなす義務は法律上の債務であり，将
来の経済的便益の犠牲を報告主体にもたらす蓋然性が高く，その債務の発生原
因は貸借対照表日以前に存在し，また現在の債務であるといえる。そして，取
引所における相場を参照することにより，信頼性をもって測定で、きるといえる。」
と述べた上で，為替予約についてもこの議論がそのまま妥当すると主張してい
る70
また，古賀教授は，未履行契約を認識するための一般的規準について， I一
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般的には，未履行契約についてそれが資産・負債の定義を満足し，認識規準と
しての情報の質的規準を充足し，かつ，契約が確定的で、あって厳しいペナルテイ
を伴うことなしでは回避しえない場合に，財務報告で資産・負債として認識さ
れることになる([ 12J ，82-83頁)oJと述べ，先渡取引・為替予約は，一般に
その契約締結時においてこの一般的規準を満たしているとして，次のように説
明している ([12J，83-85頁)。
① 先渡取引は，買い手に対して，特定の金額の金融商品を将来購入する権
利とそれに対する支払い義務とを，そして，売り手に対しては，特定の金額の
金融商品を将来売却する義務とその対価を受け取る権利をもたらす。これらの
権利・義務は資産・負債の定義を満足する。為替予約の場合，将来の特定日に
一定額の通貨を受領し，他の通貨を支払う義務を負う。
② 先渡契約の権利・義務をその契約締結時点で早期に認識することは，情
報利用者の意思決定に役立つととともに，その約定価格によって金額を合理的
に測定することができ，情報の目的適合性と信頼性の規準をも充足する。為替
予約の場合，スポット・レートも先物レートも信頼性をもって測定可能。
③ 先渡契約はーたび締結されたならば確定的であり，それを履行しない場
合には厳しいペナルテイが課されることになる。為替予約の場合，通常，契約
は確定的であり，不履行は契約違反をなす。
④ ヘッジ市場以外では，通常，先渡契約は差額決済を受けず， I相殺の権
利」が存在するかどうかは不明確である。フォワード市場では，通常，純額決
済を受けず，相殺の権利が存在するかどうか議論が分かれる。
上記のように未履行契約である先物為替予約を契約時に認識すべきか否かに
ついては，意見の分かれるところである。この問題については，第W節および
7 弥永助教授 ([26]，16-17頁)は，先渡契約について「先物契約と同様の議論が妥当す
るが，信頼性をもって測定できるかについては，取引所が存在しないため，満たさない
場合がありうる。しかし，為替予約の場合等は先物相場等を用いることができるから，
この要件も満たされる。Jと説明している。
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第羽節において再度検討する。
(2) 目的別に異なる会計処理方法が規定されているとの問題点
基準書第52号によれば，先物為替予約がヘッジ目的であるか投機目的である
かによって，異なる会計処理方法が適用されるが両者を区分する規準は明ら
かにされていないので，経営者による利益操作の可能性があるとの問題点が指
摘されている。たとえば，田中建二教授 ([23]，39頁)は，この問題点を「基
準書52号では，ヘッジ目的の為替予約と投機目的の為替予約を区別して異なる
会計処理を定めている。ところが，特定の外貨建てコミットメントに対する個
別予約は別にしても，一般的なヘッジ目的の為替予約と投機目的の為替予約を
区別するための基準は明らかでない。両者の区別が難しいとすれば，損益の処
理が異なるだけに，利益操作の余地を与えることになる。」と指摘している。
また，森田教授([18]，7頁)も，基準書第52号において目的別に異なる会
計処理方法が規定されているとの問題点を次のように指摘している80
rFAS 52号は，このように為替予約を三種類(履行済の外貨建取引をヘッ
8 森田教授 ([18]，2-3頁)は，わが国における為替予約の会計処理に関する問題につい
て，次のように述べている。「昭和五九年四月以降，為替予約に関する実需原則が撤廃
されたことにより，為替予約の会計は，従来になかった新たな問題に直面することになっ
た。すなわち，為替予約はすべて履行済または成約未履行の外貨建取引のリスクをヘッ
ジするためのものであるという現行基準の前提が失われ，実需を伴わない為替予約も生
じうることになり，予約が実需を超えていない場合でも，そのすべてを当然、に実需のへツ
ジとみなすことはできなくなった。その結果，明確に個別予約として識別できるものは
別としても，包括予約については，そのうちのどれだけがヘッジのためのものであるか
を決定することが，それを『合理的な振当方法』で履行・未履行の外貨建取引に対応さ
せる前段階の手続として要求されることになったのである。
この場合，ヘッジ目的の為替予約と投機目的の為替予約とを区別するための基準が作
られていないと，たとえヘッジ目的と定めた為替予約を『合理的な振当方法jで実需に
対応させたとしても，企業に利益操作の余地を残すことになりかねないことになる。何
故ならば，ヘッジ目的からはずされた為替予約，すなわち投機目的の為替予約はその決
済時点で損益が認識され，実取引にかかわらしめてその効果が認識されるヘッジ目的の
為替予約とは，会計上，全く異なる取扱いをうけることになるからである。J
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ジするための為替予約，コミットメントのヘッジ目的の為替予約，投機目的の
為替予約一引用者挿入)に分け，それぞれ異なる会計処理を指示している。そ
の結果，為替予約がこの三種類のいずれに属するかを決定することがまず要求
されることになる。その場合，コミットメントのヘッジ目的の為替予約として
会計処理できるものについては，厳格な要件が示されており，事実上は個別予
約の形であるか，または，その部分が明確に識別できるものに限られるので，
この種の為替予約はある程度客観的に分別できるのかもしれない。これに対し
て，履行済の外貨建取引をヘッジするための為替予約と投機目的の為替予約を
区別するための基準は明らかでなく，ここには，わが国におけると同様な問題
が残ることになる。J
また，内藤哲哉氏([20] ， 45-46頁)も，基準書第52号の問題点としてでは
ないが，同趣旨の問題点を「ある先物外国為替について それが債権債務に対
するヘッジ取引であるのか，コミットメントに対するヘッジであるのか，ある
いは営業取引高・純投資高に対するヘヅジ目的または投機的意思によるもので
あるか，会社は取引の目的を明らかにしなければならない。しかしながら，こ
の決定によって期間損益計算は影響を受けることになり こうした会計処理の
ための毎期毎期の意思決定は，企業経営者の恋意性を介入させるおそれがあっ
て決算操作の可能性を残すことになる。」と指摘している。
目的別に異なる会計処理方法が規定されているとの問題点を指摘する多くの
論者は，①投機目的の先物為替予約に対する会計処理方法に統一化すべきであ
るとの提案あるいは②ヘッジ目的の先物為替予約に対する会計処理方法に統一
化するべきであるとの提案を提示している。これらの提案については，第V節
において検討する。
W 未履行契約を契約時に認識しているとの問題点を解決するための
提案
基準書第52号によれば，先物為替予約は未履行契約であるにもかかわらず，
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契約時に認識される。この会計処理方法(先物為替予約を正式に記録する方法)
は，未履行契約を記録しないとの一般に認められた会計原則に反すると考えら
れる。このため，先物為替予約を未履行契約として捉え，契約時にそれを認識
しない会計処理方法(先物為替予約を未履行契約として厳密に処理する方法)
を代替的会計処理方法として提示している論者がいる90 たとえば， T. G.エ
パンス， M.E.テイラーおよびo.J.ホルズマンは， I外貨建債権・債務に対
するヘッジ目的のための先物為替予約に関する会計処理は，多様である。本章
で示した例示(先物為替予約を正式に記録する方法一引用者挿入)は，上級会
計の教科書におけるこの問題の表示方法と一致している。多くの企業は，先物
予約自体から生じる債権・債務を記録することを跨賭するので，この方法を用
いていなしE。これらの債権・債務の金額が大きい場合，これらの金額は，経営
者に容認されそうにない方法で企業の資産・負債に影響を与えるであろう。企
業の貸借対照表へ大きな影響を与えることなく FASBの要請を満たす代替的
方法が，使用されている ([5J，p.279)oJと述べた上で，外貨建債権・債務に
対するヘッジ目的の先物為替予約に関する代替的会計処理方法として(a)先物為
替予約を正式に記録する方法と(b)先物為替予約を未履行契約として厳密に処理
する方法を設例によって以下のように説明している ([5J，pp.278-279)。
【設例5] 
米国の企業が19x3年12月3日にカナダの仕入先から商品を1，000カナダドル
で購入した。代金は 19x4年1月31日に支払う約束である。 19x3年12月3日
における60日先物レートは， 1カナダドル=0.84ドルであった。その日に当該
企業が， 19x4年1月31日に840米国ドルで1，000カナダドルを購入する先物為替
予約を締結したとする。
9 J. S.アーパンおよびL.H.ラボデナー ([2]，pp.97-98)も，同様に外貨建債権・債
務に対するヘッジ目的の先物為替予約に関する代替的会計処理方法として， (a)先物為替
予約を正式に記録する方法と(b)先物為替予約を未履行契約として厳密に処理する方法を
設例によって説明している。
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19x3年12月3日のカナダドルの直物レートは， 1カナダドル=0.83ドル，
19x3年12月31日の直物レートは， 1カナダドル=0.85ドル， 19x4年1月31日の
直物レートは， 1カナダドル=0.89ドルであった口
(a) 先物為替予約を正式に記録する方法
19x3年12月3日
仕入 830ドル 買掛金 830ドル
カナダドル建為替予約未収金830 為替予約未払金 840 
先物為替予約プレミアム 10
19x3年12月31日
為替差損 20 買掛金 20 
カナダドル建為替予約未収金 20 為替差益 20 
プレミアム償却 4.75 先物為替予約プレミアム 4.75 
19x4年1月31日
為替差損 40 買掛金 40 
カナダドル建為替予約未収金 40 為替差益 40 
プレミアム償却 5.25 先物為替予約プレミアム 5.25 
為替予約未払金 840 現金 840 
カナダドル投資 890 カナダドル建未収金 890 
買掛金 890 カナダドル投資 890 
(b) 先物為替予約を未履行契約として厳密に処理する方法10
19x3年12月3日:
10 T. G.エパンス.M.E.テイラーおよびO.J.ホルズマン ([5J.p.279)は，先物為
替予約を未履行契約として厳密に処理する方法について.rこの会計処理方法のもとで
は，為替差損益の相殺を記録する必要はない点に留意すべきである。さらに. 19x3年12
月31日の為替予約未払金は，代替的会計処理方法のもとでは 840ドルであるのに対し
て.4.75ドルにすぎない点に留意すべきである。同様に，カナダドル建為替予約未収金
は，代替的会計処理方法のもとでは.850ドルであるのに対して 20ドルにすぎない点
に留意すべきである。この会計処理方法の支持者は，それが『より明瞭なJ貸借対照表
をもたらすと主張する。Jと説明している。
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仕入 830 
19x3年12月31日:
プレミアム償却 4.75 
カナダドル建為替予約未収金 20
19x4年1月31日:
プレミアム償却 5.25 
カナダドル建為替予約未収金 40
買掛金 830 
為替予約未払金 4.75 
買掛金 20 
為替予約未払金 5.25 
買掛金 40 
為替予約未払金 10 カナダドル建為替予約未収金 60
カナダドル投資 890 現金 840 
買掛金 890 カナダドル投資 890 
また， K.W.クピン ([13J，pp.56-58)も，外貨建債権・債務に対するヘツ
ジ目的の先物為替予約に関する代替的会計処理方法として， (a)先物為替予約を
正式に記録する方法と(b)先物為替予約を未履行契約として厳密に処理する方法
を設例によって以下のように説明している。
【設例6】
ワールドワイド輸出会社が 2月15日支払いの約束で， 12月15日に100万フ
ランスフランで商品を販売する。同時に，同社は， 60目先物で(つまり， 2月
15日)100万フランスフランを為替仲買人にヲ|き渡す先物為替予約を締結する。
関連の為替レートは，次の通りである。
12月15日の直物レート:1フランスフラン=0.1826ドル
12月15日の60日先物為替予約レート:1フランスフラン=0.1816ドル
12月31日の直物レート:1フランスフラン=0.1820ドル
2月15日の直物レート:1フランスフラン=0.1811ドル
(a) 先物為替予約を正式に記録する方法
12月15日
売掛金 (FF)182，600ドル 売上 182，600ドル
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[輸出売上を記録するための仕訳(100万フランスフランXO.1826ドル)]
12月15日
為替仲買人未収金(ドル)181，600 為替仲買人未払金 (FF)182，600 
繰延先物為替予約
ディスカウント 1，000 
[100万フランスフランを引き渡す契約義務を直物レートで換算し，合意した
先物為替予約レートで予約未収金を換算することによって 先物為替予約を記
録するための仕訳]
12月31日
為替差損 600 売掛金 (FF)600 
[外貨建売掛金への為替レート変動の影響を認識するための仕訳 [(0.1820ド
ルー 0.1826ドル)X100万FF]]
12月31日
為替仲買人未払金 (FF) 600 為替差益 600 
[先物為替予約への影響を認識するための仕訳]
12月31日
繰延先物為替予約ディス
250 カウント償却費
繰延先物為替予約
デイスカウント 250 
[繰延先物為替予約デイスカウントの4分の 1(12月15日から12月31日まで)
の償却費を認識するための仕訳]
2月15日
繰延先物為替予約ディス 繰延先物為替予約
750 カウント償却費 デイスカウント 750 
[繰延先物為替予約デイスカウントの4分の3(1月1日から2月15日まで)の
償却費を認識するための仕訳]
2月15日
外貨 (FF)
為替差損
181，100 
900 
売掛金 (FF)182，000 
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[フランスフラン建売掛金の回収を記録するための仕訳。外貨有高は100万FF
XO.1811ドルで測定され，為替レートの追加的下落の影響が認識される。]
2月15日
為替仲買人未払金 (FF)182，000外貨 (FF)
為替差益
181，100 
900 
現金 181，600 為替仲買人未収金(ドル) 181，600 
[フランスフラン建未払金を決済するため為替仲買人に100万フランスフラン
の引き渡しを記録し，契約金額で為替仲買人からの米国ドルの受け取りを記録
するための仕訳]
(b)先物為替予約を未履行契約として厳密に処理する方法
12月15日
売掛金 (FF) 182，600ドル売上
備忘記録
182，600ドル
為替仲買人未収金(ドル) 181，600 為替仲買人来払金 (FF)182，600 
繰延先物為替予約
1，000 ディスカウント
12月31日
為替差損 600 売掛金 (FF) 600 
未履行契約に関する繰延損益 600 為替差益 600 
先物為替予約に関する
250 
未履行契約に関する
250 
デイスカウント償却費 繰延損益
2月15日
先物為替予約に関する
750 
未履行契約に関する
750 
ディスカウント償却費 繰延損益
外貨 (FF) 181.100 売掛金 (FF) 182，000 
為替差損 900 
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現金 181，600 外貨 (FF)
未履行契約に関する
繰延損益
181，10 
500 
未履行契約に関する繰延損益 900 為替差益 900 
[先物為替予約の未履行契約としての厳密な処理は，ヘッジを記録する前記の
手続による場合と同じ影響を純利益に対して与える。]
また，田中茂次教授 ([24J，6-8頁 .13頁)も，外貨建債権・債務に対する
ヘッジ目的の先物為替予約に関する代替的会計処理方法として， (a)先物為替予
約を正式に記録する方法と(b)先物為替予約を未履行契約として厳密に処理する
方法を設例によって以下のように説明している。ただし，田中茂次教授は， (a) 
先物為替予約を正式に記録する方法を総額法と呼ぴ (b)先物為替予約を未履行
契約として厳密に処理する方法を純額法と呼んでいる。
【設例7]
甲会社(12月31日決算日)は19X1年12月1日に外国の仕入先から商品FC
10，000を購入した。ここでFCは外国貨幣単位を表わす。支払は60日後の19X2
年1月30日である。発生した債務をヘッジするため，外貨FC10，000を19X2年
1月30日に先物レート￥0.52で買う先物予約を締結した。関連する為替レート
は次の通りである。
19X1年12月1日…直物レート FC1=￥0.50
60日後先物レート FC1=￥0.52
19X1年12月31日…直物レート FC1=￥0.514
19X2年1月30日…直物レート FC1=￥0.53
(a) 総額法(先物為替予約を正式に記録する方法)
(イ)購入日・予約締結日:19X1年12月1日
① (借) 仕入 5，000 (貸) 買掛金 5.000 
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② (借) 先物外貨受取債権 5，000 (貸) 先物円貨支払債務 5，200
繰延先物予約割増料 200 
(ロ)決算日:19X1年12月31日
③ (借) 為替差損 140 (貸) 買掛金 140 
④ (借) 先物外貨受取債権 140 (貸) 先物予約益 140 
⑤ (借) 先物予約割増料償却 100 (貸) 繰延先物予約割増料 100
(ハ)決済日:19X2年1月30日
⑥ (借) 先物円貨支払債務 5，200 (貸) 現金 5，200 
⑦ (借) 先物外貨受取債権 160 (貸) 先物予約益 160 
③ (借) 外貨 5，300 (貸) 先物外貨受取債権 5，300
③ (借) 先物予約割増料償却 100 (貸) 繰延先物予約割増料 100
⑮ (借) 為替差損 160 (貸) 買掛金 160 
⑬ (借) 買掛金 5，300 (貸) 外貨 5，300 
(b) 純額法(先物為替予約を未履行契約として厳密に処理する方法)
(イ)購入日・予約締結日:
① (借) 仕入 5，000 (貸) 買掛金 5，000 
② (借) 繰延先物予約割増料 200 (貸) 先物円貨未払債務 200 
* ￥200= (￥0.5-￥0.52) x FC 10，000。割増料の部分だけを記帳
する。なお，用いられる科目名は千差万別である。貸方を「未決算」と
する方法も考えられる。その場合には，以下の先物外貨受取債権をもこ
の勘定に記入する。すなわち 為替差損益等をこの勘定で1本化して処
理する。
* なお，この記入をも省略して，割増料についてはその償却だけを
次の仕訳⑤から始める方法も考えられる。貸方は先物円貨支払債務又は
未決算でよい。
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(ロ)決算日:
③ (借) 為替差損 140 (貸) 買掛金 140 
④ (借) 先物外貨受取債権 140 (貸) 先物予約益 140 
⑤ (借) 先物予約割増料償却 100 (貸) 繰延先物予約割増料 100
(ハ)決済日:
⑥ (借) 先物外貨受取債権 160 (貸) 先物予約益 160 
⑦ (借) 外貨 5，300 (貸) 現金 5，200 
先物円貨未払債務 200 先物外貨受取債権 300 
③ (借) 先物予約割増料償却 100 (貸) 繰延先物予約割増料 100
⑨ (借) 為替差損 160 (貸) 買掛金 160 
⑩ (借) 買掛金 5，300 (貸) 外貨 5，300 
田中茂次教授 ([24]，14-15頁)は，上記の純額法(先物為替予約を未履行
契約として厳密に処理する方法)のもとでも未履行契約はすでに認識されてお
り，純額法自体一般に認められた会計原則に反する方法であるとの見解を次の
ように述べている。
「通常，純額法で処理するのは，一般に認められた会計原則に従って『履行
契約』だけを記録する方法を採用するという理由づけがなされることが多いが，
その場合でも，それは純粋に『履行契約Jだけを認識しているからというと，
実際にはそうではない。…上の純額法でも，外貨建買掛金の為替差損益の認識
と並んで，先物外貨受取債権の先物予約損益が平行して認識されていることに
注目しなければならない。なるほど，純額法では取引日に先物外貨受取債権￥
5，000は計上されていない。しかし，決算日の仕訳④のように，その後の直物
レートの純変動差額￥140が先物外貨受取債権について計上されている。この
差額は先物外貨受取債権￥5，000の存在を前提にしている。したがって， ここ
でも未履行契約はすでに認識されているのであって，総額法と純額法との差は，
単にその￥5，000を両建てで表示するか，相殺するかという表示上の差異にす
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ぎない。『未履行契約の損益』をその『履行』以前に計上する限り，純額法自
体，すでに『一般に認められた会計原則』の枠をはみ出しているのである。」
以上述べた未履行契約を契約時に認識しているとの問題点を解消するための
提案(先物為替予約を未履行契約として厳密に処理する方法)は，未履行契約
としての先物為替予約を契約時に認識する会計処理が一般に認められた会計原
則に反するとの問題点を回避するための実務上の方策にすぎない。先物為替予
約を未履行契約として厳密に処理する方法によれば，契約時に未履行契約が認
識されることはないが，田中茂次教授が指摘しているように決算日には未履行
契約の認識を前提とした会計処理がなされている。また，決算日に先物為替予
約に関する損益を認識する論拠(つまり， r未履行契約の損益Jをその『履行』
以前に計上する論拠)は，示されていない。
V 目的別に異なる会計処理方法が規定されているとの問題点を解決
するための提案
基準書第52号によれば，先物為替予約がヘッジ目的であるか投機目的である
かによって，異なる会計処理方法が適用される。しかしながら，両者を区分す
る規準は明らかにされていないので，経営者による利益操作の可能性があると
の問題点が指摘されている。ここでは 基準書第52号において目的別に異なる
会計処理方法が規定されているとの問題点を解決するための提案について検討
する110 つまり，①投機目的の先物為替予約に対する会計処理方法に統一化す
ることによる解決法と②ヘッジ目的の先物為替予約に対する会計処理方法に統
一化することによる解決法を検討する。①の解決法は，投機目的の先物為替予
1 田中建二教授 ([23J，39-40頁)は，この問題点の解決法について， Iヘッジ目的と投
機目的を区別することが実際上困難であるならば，いずれかの処理方法に統一すること
は考えられないであろうか。ひとつは，投機目的の為替予約に対してもヘッジ目的の為
替予約と同様の会計処理を行う方法である。…これに対して，もうひとつの方法は，む
しろヘッジ目的の為替予約に対しても投機目的の為替予約と同様の会計処理を要求する
方法である。」と述べている。
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約に対する会計処理方法が先物レートをベースにしているので，先物レート統
一型会計処理方法と呼び，②の解決法は，ヘッジ目的の先物為替予約に対する
会計処理方法が直物レートをベースにしているので，直物レート統一型会計処
理方法と呼ぶことにする。
(1) 先物レート統一型会計処理方法
田中建二教授 ([23]，40頁)は，先物レート統一型会計処理方法を支持する
見解を次のように述べている。
「もともと，為替予約は，将来の特定の日に一定のレートで異種の通貨を交
換する契約であるから，為替予約は 先物レートで外貨を買うまたは売るとい
うそれ自体独立した取引である。したがって，すべての為替予約を直物レート
ではなく，決算日に成立している先物レートで換算替するのが妥当で、あろう。
ヘッジ目的か投機目的かにかかわらずすべての為替予約を決算日の先物レー
トで換算替するとなれば，ヘッジ目的か投機目的かの区別をすることも必要な
くなるだけでなく，先物・先渡契約全般についての整合した会計ルールの形成
という展望も開けてくる可能性がある。というのは， FASBの基準書80号では，
先物契約については先物市場の時価によって評価し 先物市場価格の変動差額
を投機目的のものについてはその期の損益として認識し ヘッジ目的のものに
ついてはヘッジ対象となる項目に関連づけて損益として認識する。したがって，
もしすべての為替予約を先物レートで評価するならば，為替予約も先物契約も
先物レートや先物価格で評価されることになる。先物契約全般についての共通
な会計ルールの形成という観点からは，先物契約そのものを独立した取引とし
て会計上の認識対象とするとともに，ヘッジ目的と投機目的の区別もせず，い
ずれの目的の先物契約についても先物市場における時価評価と変動損益の即時
計上を認めるべきであろう。」
また，森田教授 ([19]，169頁)は，下記の【設例8)を用いて，先物レー
ト統一型会計処理方法を支持する見解を「為替売予約は6/30(決済日一引用
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者挿入)に$1，000を引渡す義務を，それ自体として独立して(外貨建売掛金
とは無関係に)示すものと解されている。その義務を円貨額で確定しようとす
れば， 3/1 (契約日一引用者挿入)に同額・同期日の為替買予約をすればよく，
その額はFR換算額の￥108，920である。したがって，このような買予約をす
るしないに拘わらず， 3/1の為替売予約の換算は， SRではなく， FRを基準
とするのが合理的なはずである。また，この処理法では，為替買予約をしない
で投機をしているとみるのであるから，為替売予約に関するその後の投機損益
(為替差損益)は，このFR換算額とそれぞれの計算時点の FR換算額との差
として計算すべきことになる。jと述べている 12口
[設例8]
3/1に，原価￥70，000(為替レート以外の金額の単位は1，000とする)の製
品を $1，000で輸出。代金は掛とし， 6/30に受取る契約とする ([19J，161-162 
頁)。取引日 (3/1)に，掛代金$1，000のヘッジのため，売掛金の決済日 6/
30を期日とする同額の為替予約(売予約，予約レートは FR￥108.92)締結
([19J， 167頁)。
(輸出) (決算日) (決済日)
3/1 3/31 6/30 
S R $1=￥110 SR￥112 SR￥107 
12 森田教授 ([18]， 7-8頁)は，理論上は，先物レート統一型会計処理方法を支持してい
るが，実践上は， Iただ，わが国の場合は，投機目的の為替予約の損益はその決済時点
で初めて認識されるのに対して， FAS 52号の基準では予約レートの変動に伴って認識
されるので，たとえ右の区別に多少の恋意性が介入しても，期間損益に対する影響はそ
れほど大きくはない。更にいえば，一般に投機目的の為替予約はさほど長期にEるもの
ではないと思われるので，投機目的の為替予約を特に区別せずに，履行済の外貨建取引
のヘッジのための為替予約と同じ会計処理を適用しても，実践上は差支えないのではな
かろうか。投機期聞が決算日をまたがらない場合は，当然のことながら，いずれの処理
法によっても全く閉じ損益が計上されることになり，また，決算日をまたいだとしても，
両方法によりそれぞれの期に計上される損益の差は，問題にするほどでもなかろう。し
かも，それによって，投機目的の為替予約を分別する必要がなくなるのである。Jと述
べ，直物レート統一型会計処理方法を支持している。
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FR $1=￥108.92 FR￥111.17 
なお，森田教授 ([19]，169頁)は，上記の【設例8)についての会計処理
を次のように示している。
3/1 (借) 外貨売掛金 108，920 
(貸) 売上 108，92013 
(借) 売上原価 70.000 
(貸) 製品 70，000 
(借) 予約未収金 108，920 
(貸) 為替売予約 108，920 
3/31 (借) 外貨売掛金 2，25014 
13 森田教授 ([19].163頁)は，取引日において，先物為替予約に限らず，外貨建取引ー
般に対して先物レートを適用し，換算すべきであるとの見解を「予約をするしないに拘
わらず，売上高の金額は取引日の FRで換算するのが合理的である。予約をすれば￥
108，920の収入額が確定できるが，予約をしないのは，より多い収入額(円貨額)を目論
んで，つまり円安を見込んで投機 (speculation)をすることを意味している。このよ
うな投機行為は，製品の販売という営業活動とは別の行為である。投機の結果，収入額
が￥108，920以上になる場合もあれば以下になる場合もあろう。しかし，￥108，920との
差額は，それが損であれ益であれ，投機行為の成果であって，売上高の測定とは無関係
とみるべきであろう。Jと説明している。要するに，森田教授 ([19]，161頁)は，外貨
建取引や外貨建債権債務の基本的な換算基準として，先物レートが理論上合理的な換算
基準であると主張している。
14 森田教授 ([19]，163・164頁)は，決算日において，先物為替予約に限らず，外貨建取
ヲl一般から生じる債権・債務に対して先物レートを適用し，換算すべきであるとの見解
を次のように説明している。 rCR(closing rate :決算日の直物レートー引用者挿入)
は，換算の対象である 3か月後に回収される外貨建売掛金の円転換とは何の関係もない
レートであり，ヘッジ手段を講じても， CRで換算した額の円貨の取得を確定すること
はできない。その結果，決算時に計上される換算差損益も，また，決済時に，決算日の
CR換算額との差として計算される決済差損益も，意味のない金額になっている。そこ
で，決算日における外貨建売掛金の換算についても，決算日における FRの適用が合理
性をもつことになる。
決算日において，将来回収される売掛金の円貨額を確定しようとすれば，決算日に為
替予約をすればよく，その額は決算日における FR($ 1 =￥11.17)による換算額で
ある。予約をしないのは，円安を目論んでさらに投機を続けることを意味している。し
たがって，予約をするしないに拘わらず，この金額を売掛金の換算額とすべきことにな
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(貸) 為替差益 2，250 
(借) 為替差損 2，250 
(貸) 為替売予約 2，250 
6/30 (借) 為替差損 4，170 
(貸) 外貨売掛金 4，170 
(借) 為替売予約 4，170 
(貸) 為替差益 4，170 
(借) 外貨 107，000 
(貸) 外貨売掛金 107，000 
(借) 為替売予約 107，000 
(貸) 外貨 107，000 
(借) 当座預金 108，920 
(貸) 予約未収金 108，920 
また，先物レート統一型会計処理方法は，基準書第8号の公開草案(文献
[7J)において「この草案は，未履行の先物為替予約の当初市場価値(ゼロ)
とその現在市場価値との差額の発生額を提案している。言い換えれば，契約上
の先物レート(または，契約に関する損益を測定するために使用された直近の
先物レート)と先物為替予約の残存期間に対応する先物レートとの差額に先物
為替予約の金額を掛けたものが純利益の算定に含められる損益である ([8J.
par.209)oJと提案されていた150 嶺教授 ([17J.266頁)は，基準書第8号の
る。
このように，取引時に売掛金を FR($1=￥108.92)で換算し，決算時にも FR
($1=￥11.17)で換算すれば，その差額として計算される為替換算差損益の額は，ま
さに決算日までの期間の投機の結果を示すことになる。しかもそれは，決算日に確定し
ようとすれば為替予約により確定できる金額である。なお，翌期には，決算日のFRと
決済日のSR($1=￥107)との差額が為替換算差損益となるが，これもこの期間の投
機の結果を合理的に示す金額になる。」
15 嶺教授 ([16J.102頁)は，財務担当幹部協会の会社報告委員会の見解(先物レート統
一型会計処理方法を支持する見解)について.r多数派は，外貨建取引を直物レートで
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「公開草案では，為替予約を，実取引とは別個に会計処理されるべき一つの独
立した外貨建取引として認識し，投機目的とヘッジ目的の相違も，また，同じ
ヘッジ目的でも，そのヘッジ対象の相違も無視し，すべての為替予約について，
一律に同じ会計処理方法(先物レート統一型会計処理方法一引用者挿入)を要
求している ([17]，266-267頁)Jことに対する理由を次のように指摘している。
① 為替予約の当初の市場価値(ゼロ)とその現在の市場価値との差額は計
上されなければならないと 審議会は確信する。換言すれば，予約された先物
レートと当該為替予約の残存期間に利用される先物レートとの差に，当該為替
予約の金額を乗じたものが為替予約差損益である。 (a)直物レートの動きは先物
レートに影響を与え そして (b)為替予約は為替リスクにさらされている外貨
ポジションをヘッジするために利用されるかもしれないので，審議会は，発生
した為替予約差損益をその発生した時に純利益の計算に含めるべきであると，
結論を下した。そうしなければ(すなわち，決済日にのみ為替予約差損益を認
識したのでは)，換算過程から生ずる為替差益(差損)をその生ずる時に認識
することによって，ある期間の損益計算書を有利(不利)にし，為替予約差損
換算・記録することを主張する。そして，すべての為替予約が 2取引観および公正価
値理論に従って会計処理されることを勧告する。多数派によればヘッジ目的であれ投
機目的であれ，すべての為替予約は，外貨建取引とは別個の独立した取引であると考え
られる。また，為替予約の公正価値(市場価値)は，為替予約の決済日以前においては，
予約された先物レートと当該為替予約の残存期間に利用する先物レートとの差に為替予
約の金額を乗じることによって，そして，決済日においては(つまり，最終的な経済価
値は).予約された先物レートと決済日の直物レートとの差に為替予約の金額を乗じる
ことによって，決定されるべきであるとする。そして，為替予約の当初の市場価値(ゼ
ロ)と，その現在の市場価値との差額は，損益として認識されるべきであるというのが，
多数派の主張する為替予約の会計処理方法である。Jと述べている。
また，先物レート統一型会計処理方法に対する反論が，基準書第8号 ([8]，par.210) 
において.r公開草案に対する何人かの回答者は，外貨建債権または債務をヘッジする
ために満期日まで契約を保持することが意図されているなら，先物為替予約を現在市場
価値で評価することに疑問を持っている。彼らの見解によれば，たとえば，先物為替予
約であるという理由で先物レートで2年先物契約を評価し，ヘッジされている期間 2年
の外貨建債務を決算日レートで換算することは，矛盾している。Jと指摘されている。
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(差益)が記録されるその後の期間の損益計算書を不利(有利)にする結果に
なる(公開草案の139項)という理由
② 審議会は，為替予約を，別個に会計処理されなければならない独立の取
引とみなす。為替予約の市場価値の変動を計上することは，その代替的アプロー
チ[外貨建取引に，直物レートではなく先物レートを適用する方法一引用者注]
が適用されるのと同じ純効果を，純利益の計算に及ぼす結果になる。個々の為
替予約とそれに関連する輸出入取引とを個別的に結ぴつけることは，常に可能
とは限らないので，発生したときに計上するという手続きが一層実務的なアプ
ローチである(公開草案の140項)という理由
要するに，先物レート統一型会計処理方法を支持する見解によれば，為替予
約は，先物レートで外貨を売るまたは買うというそれ自体独立した取引である。
また，契約日や決算日に同額・伺期日の為替買(売)予約をすれば，為替予約
の権利・義務を先物レート換算額で確定できる。したがって，為替売予約の換
算は，直物レートではなく，先物レートを基準とするのが合理的であると主張
される。さらに，この見解によれば，実際には為替買(売)予約をしないで投
機をしているとみるので，為替予約に関するその後の投機損益(為替差損益)
は，契約日や決算日における先物レート換算額とその後の決算日や決済日にお
ける先物レート換算額との差額として測定すべきであると主張される。
先物レート統一型会計処理方法を支持する見解も，基準書第52号に対する
第一の問題点，つまり，先物為替予約は未履行契約であるにもかかわらず，契
約時に認識されているとの問題点について納得のいく説明を与えていないと考
えられる。また，為替予約に関する投機損益(為替差損益)を契約日や決算日
における先物レート換算額とその後の決算日における先物レート換算額との差
額として測定すべきであるとする主張も 実現主義の立場からの批判に対して
十分納得のいく説明を与えているように思われない160
16 田中建二教授 ([23]， 40頁)は 先物レート統一型会計処理方法に対する実現主義の
立場からの批判について 「なお，為替予約の先物レートでの換算替えによって生じた
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(2) 直物レート統一型会計処理方法
明日山俊秀氏 ([3]，28頁)は，直物レート統一型会計処理方法を支持する
見解を次のように主張している170
評価損益を計上することに対しては，実現主義の立場からの反対論も見られる。しかし，
為替予約の場合には，商製品の販売の場合と異なり，反対売買取引(為替買(売)予約
に対して売(買)予約の締結)によって，その損益を企業自身の意思でいつでも確定し
うるのである。このことは，為替予約に限らず，先物契約一般にいえることであり，ひ
いては，金融資産負債全体についてもあてはまることであろう。金融資産負債について
は実現可能な段階での損益計上が認められてしかるべきであろう。jと主張している。
また，森田教授 ([18J，13-14頁)も，レート変動時に損益を認識することに対する実
現主義の立場からの批判について，次のように主張している。「投機目的の為替予約や
債券先物契約について，実現を論拠にその損益を決済時に認識すべしとする見解は，こ
れらの損益にも営業収益の認識と同じ基準を適用し，かつ，決済を商製品の販売と同一
視しているように思われる。その場合，実現という言葉で表わされている要件のうち，
当面問題とされる第ーのものは，収益ないし利益の確実性・確定性ということであろう。
すなわち，期末時点で未決済の為替予約や債券先物契約の損益は未確定であり，決済時
点、まで変る可能性があるというのが未実現であるという主張の根拠と思われる。しかし，
これらの取引では，商製品の場合と異なり，反対売買取引(為替買(売)予約に対して
は売(買)予約の締結，債券先物契約においては差金決済)によって，その損益を企業
自身の意思でいつでも確定できるのである。期末に未確定の状態にあるのは，企業自身
の意思によってこの時点で確定せずに，更に投機活動を続けているためにほかならない。
したがって，このような損益を認識することは，未販売の商製品について評価益を計上
することとは全く異なるのである。
いま一つの要件は，資金的裏づけという点であるかもしれない。営業収益の実現(認
識)の要件として資金的裏づけが求められているかについては，必ずしも明確でないが，
当面の投機利益の資金的裏づけは次のように考えられる。まず，期末未決済の債券先物
契約の利益は，確かに現金化されてはいない。しかし，それは，いつでも決済によって
現金化できるものである。ただ，企業自身に意思によって現金化していないだけである。
これに対して，為替予約の利益は，たとえ反対の売買予約を行ってそれを確定できても，
予約の決済日までは現金化されない。したがって，資金的裏づけという要件を強調すれ
ば，期末未決済の為替予約の投機利益を認識するのは問題であるということになろう。
しかし，かりに営業利益の認識については資金的裏づけを要件とするにしても，一般に
金融収益についてまでこのような要件が厳守されているわけではない。投資に分類され
る保有債券のアキユムレーションは，その典型的な例である。また，投機目的の為替予
約が一般にそれほど長期に亘るものでないとすれば，反対の予約によって確定した利益
が現金化される時期は，それほど遠くないと考えられる。j
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「買予約は，銀行から円で借入れ，すぐ外貨に換えて円借入金と等価・同期
間の外貨預金を作り，それを円借入金の担保に差入れるとともに金利差額の期
日授受を約す取引と同じである。売予約は，銀行から外貨で借入れ，すぐ円に
換えて外貨借入金と等価・同期間の円預金を作り，それを外貨借入金の担保に
差入れるとともに金利差額の期日授受を約す取引と同じである。
このように擬制して考えれば，為替予約の会計処理は明らかであろう。すな
わち，外貨買予約債権と外貨売予約債務は，それぞれ外貨預金と外貨借入金と
同様に処理すべきことになる。したがって，予約締結日には，これらの外貨債
権債務は発生日レート(締結日の直物レート)で計上されなければならない。
この発生日レートによる計上額と決算日レート(決算日の直物レート)による
換算額との差額が“為替変動損益"であり， “直先差額" (予約締結日の直物
レートと予約した先物レートとの差異-“直先差異"ーに基づく換算差額)と
は区別しなければならない。直先差異は，主として二国間(上記擬制で言えば
預金と借入)の金利差を補てんするために授受されるデイスカウントまたはプ
レミアムであり，金利の性格を有するものだからである。したがって，直先差
額は，金利の会計処理，すなわち予約期間に配分すべきということになる。」
上記の明日山俊秀氏の見解によれば，たとえば， ドルの買予約の締結日にお
いて，直物レートが1ドル=100円であり，先物レートが1ドル=101円である
17 明日山氏 ([3J.29頁)は基準書第52号にみられるように投機目的の先物為替予約を
区別して会計処理方法を適用することの実益はないとの見解を次のように述べている。
「米国の会計基準 (FAS52号)では，投機目的の為替予約の場合には，為替変動損益を
『締結した予約レートと決算日における契約残存期間に対応する先物レートとの差異に
基づく換算差額jと定義しており，直先差額も実質上その中に含めている。先物相場の
変動損益のみを狙っているという投機予約の性格を重視したためであろう。しかし，①
デイスカウントないしプレミアムが授受されることには変りはない。②先物レートは直
物レートに連動するものであり，その差異も期日に近づくほど通常縮小する。③投機か
ヘッジかの区別が難しい場合があり また投機予約でも 途中からヘッジ目的に充当
されたり，あるいは期日に現物の受渡し実行が行われる場合もある。こうした点を考え
ると，あえて投機予約を区別する実益は乏しく，先物レートで直接換算する方法は例外
的な簡便法として位置づけるだけで十分と思われる。j
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とき， 1ドルの買予約は，次のように説明される。つまり， 1ドルの買予約は，
銀行から100円を借入れ，すぐ外貨1ドルに換えて円借入金100円と等価・同期
間の外貨預金(1ドル)を作り，それを円借入金の担保に差入れるとともに金
利差額1円の期日授受を約す取引と同じである。したがって，外貨買予約債権
は，外貨預金(1ドル)と同様直物レート(1ドル=100円)で換算され，直
先差額(プレミアム 1円)は，金利差額(支払利息1円)と同様予約期間に配
分されるべきである。参考までに，円借入・ドル預金取引(100円の借入をし
て， 1ドルの外貨預金をする取ヲ1)とドル買予約の会計処理を対比して示せば，
次の通りである。
[円借入・ドル預金取引の会計処理]
外貨預金 100 円借入金 101 
支払利息 1 
[ドル買予約の会計処理]
外貨買予約債権 100 為替予約未払金 101 
プレミアム 1 
また， ドルの売予約の締結日において，直物レートが1ドル=100円であり，
先物レートが1ドル=101円であるとき 1ドルの売予約は 次のように説明
される。つまり，銀行から外貨1ドルを借入れすぐ邦貨100円に換えて外貨
借入金1ドルと等価・同期間の円預金 (100円)を作り，それを外貨借入金の
担保に差入れるとともに金利差額1円の期日授受を約す取引と同じである。し
たがって，外貨売予約債務は，外貨借入金(1ドル)と同様直物レート(1ド
ル=100円)で換算され，直先差額(プレミアム l円)は，金利差額(受取利
息1円)と同様予約期間に配分されるべきである。参考までに， ドル借入・円
預金取引(1ドルの借入をして， 100円の円預金をする取ヲ1) と・ドル売予約の
会計処理を対比して示せば，次の通りである。
[ドル借入・円預金取引の会計処理]
円預金 101 外貨借入金 100 
-72 (244)一
受取利息 1 
[ドル売予約の会計処理]
為替予約未収金 101 外貨売予約債務 100 
プレミアム 1 
要するに，前記の明日山氏の見解によれば，為替買予約と円借入・外貨預金
取引は，同一の取引であり，また，為替売予約と外貨借入・円預金取引は同一
の取引であるので，外貨買予約債権と外貨売予約債務は，それぞれ外貨預金と
外貨借入金と同様に処理すべきであると主張されている。しかしながら，為替
買予約・為替売予約は，未履行契約であるのに対して，円借入・外貨預金取引・
外貨借入・円預金取引は，完了した取引である点で異なる取引であると考えら
れる。また，円借入・外貨預金取引や外貨借入・円預金取引とともに金利差額
の期日授受を約す取引は，明日山氏自身も指摘しているように「擬制」取引で
ある。したがって，明日山氏の見解は，異なる取引を同一の取引であるとみな
している点や「擬制J取引を前提にしている点に問題があると考えられる。
また， M.A.フェクラット ([6]，p.260)は，直物レート統一型会計処理方
法を支持する見解を次のように主張している。
「すべての先物為替予約(ヘッジおよび投機目的の先物為替予約)に関する為
替差損益は，決算日の直物レートと先物為替予約の開始日の直物レート(一般
的には，前期の先物為替予約に関する損益を測定するために用いた直物レート)
との差額に先物為替予約の外貨額を掛けて計算される。この方法は，基準書第
52号の規定と対照的である。基準書第52号には，先物為替予約が識別可能な外
貨建て契約をヘッジする目的であるか否かによって，先物為替予約に関する 2
つの異なる損益の計算方法が含まれている。先物為替予約がヘッジ目的である
場合，損益の計算は，この論文で用いた方法と同じである。しかし，投機のた
めに用いる先物為替予約については，そうではない。J
M.A.フェクラット([ 6]， p. 258 )は，設例を用いて，投機目的の為替予約
を直物レートで記録する方法を次のように説明している。
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【設例91
アメリカの投機家が，直物レートが0.3903ドルのとき， 100万ドイツマルク
の先物為替を 1マルク=0.3923ドルで購入すると仮定しよう。その後の決算日
に直物レートが1マルク=0.3860ドルに下落し，その後，先物為替予約の満期
日まで変動しないと仮定しよう。この設例の場合には，これらの事象は，次の
ように記録されるであろう。
[契約日]
為替予約未収金(ドイツマルク建て)
先物為替予約プレミアム
為替予約未払金(ドル建て)
[決算日]
390，300 
2，000 
為替差損 4，300 
392，300 
為替予約未収金(ドイツマルク建て) 4，300 
[満期日]
為替予約未払金(ドル建て)
現金
392，300 
外貨(ドイツマルク) 386，000 
為替予約未収金(ドイツマルク建て)
為替差損 2.000 
392，300 
386，000 
先物為替予約プレミアム 2，000 
M.A.フェクラット ([6J，pp.258-259)は，上記の投機目的の為替予約を
直物レートで記録する方法の論拠を「前述の処理は いくつかの理由で有意義
である。第一に，取得した資産が，その現金等価額(つまり，直物価格)で記
録されている。それは，現行の会計理論および実務と一貫した手続である。第
二に，資産の市場価格の変動が，決算日に記録されている。決算日には，客観
的証拠が入手可能であり，会計士によって通常使用される認識規準が満たされ
ている。第三に，先物為替予約に支払われるプレミアムを含む先物為替予約は，
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外貨に対するより高い将来価格を見越して購入される。したがって，プレミア
ムは，契約が満期になるとき，取引から実際に生じる損失(利得)を増加(減
少)させる。我々の例示では，プレミアムの総額を故意に契約満期日に消却し
ているけれども，厳密に言えば，プレミアムは，契約期間に渡って配分すべき
である。Jと述べている。
要するに， M.A.フェクラット ([6]，p.261)は， iヘッジ目的であれ，投
機目的であれすべての先物為替予約は，一般に認められた会計原則に準拠して
直物価格で記録すべきである。jとの主張と「先物為替予約に関するプレミア
ムまたはデイスカウントは，損益等式の分離不能な部分である。したがって，
それは，勘定に認識すべきである。」との主張に基づいて，直物レート統一型
会計処理方法を支持している 180 しかしながら， M.A.フェクラットが主張す
るように，契約日に先物為替予約を直物価格で記録することが，一般に認めら
れた会計原則に準拠することになるのか疑問である。また M.A.フェクラッ
トの見解は，先物為替予約が未履行契約であることを無視している点により基
本的な問題があると考えられる。
18 M.A.フェクラット ([6]， p.26l)は，先物為替予約に関するプレミアムまたはデイ
スカウントの本質について， r投機目的の先物為替予約にとって，プレミアムまたはデイ
スカウントは，将来における為替レートの有利な変動の見込みのもとで基本的には許容
される。利得が実際に実現するなら，プレミアムは，先物為替予約によって投機家が外
国為替を購入せざるを得ないかまたは売却せざるを得ないかによって，その結果を弱め
たり，拡大したりする効果をもつであろう。デイスカウントは，逆の効果をもつであろ
う。外貨建てコミットメントをヘッジする目的の先物為替予約にとって，プレミアムま
たはデイスカウントは，将来の為替レートを『固定化jし，将来の為替差損および利得
を回避することを招く配慮に等しい。くだけた言い方をすれば，それらは，確実性およ
び安全性に対する見返りに一定の『前払い』損失(利益の減少)を受け入れることに類
似している。社債に関する利子費用を修正するための社債プレミアムおよびデイスカウ
ントと同じように，先物為替予約のプレミアムおよびデイスカウントは，為替差損益を
修正する。jと説明している。
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VI 先物為替予約に対する新たな会計処理方法の提案
P.ローゼは「譲渡権Jという概念，内藤哲哉氏は， I譲渡可能なサービス」
という概念に基づいて，それぞれ先物為替予約に対する新たな会計処理方法を
提案している。いずれの提案のもとでも，先物為替予約は，契約時には記録さ
れないが，契約時以降(決算日)には，市場価格(先物レート)の変動が損益
として計上される。これらの提案は，結果として，基準書第52号による先物為
替予約の会計処理方法の2つの問題点，つまり，未履行契約を契約時に認識し
ているとの問題点と目的別に異なる会計処理方法が規定されているとの問題点
の両方を解消するための提案になっている。
(イ)P.口一ゼによる提案
P.ローゼは，資産を利用権 (rightof use)，転換権 (rightof conversion) 
および譲渡権 (rightof alienation)の3つの権利の束として把握し，この譲
渡権という権利概念に基づいて，以下のように先物為替予約に対する新たな会
計処理方法を提案している。
P.ローゼ ([22J，p.17)は，先ず， I所有権は， (財産権という)一般的概
念のサブカテゴリーであり，財を消費または利用する権利(財から利益を獲得
する権利)，財を転換する権利(財の形態を変換する権利)および財を譲渡す
る権利(財を売却する権利)から成り立っている。…したがって，資産を権利
の束として把握することは適切である。Jと述べ，資産を利用権，転換権およ
び譲渡権の3つの権利の束として把握すべきであると主張している19o 次に
19 M. C.ミラーとM.A.イスラム ([15].(訳)64頁)は，所有権が財産に対する権利の
束からなるという考え方について，次のように述べている。「所有権は財産に対する権
利の束ないし権利の集合からなるという考え方が次第に増えてきている。この考え方で
は，権利の全体ではなく，権利の一部が他の実体に売却，贈与または移転されるような
時に.r実際のj所有者を識別するにあたって生ずる問題を回避することができる。一
定の条件下では，所有者の識別はまったく問題なく行われる。たとえば，ある特許権の
所有者が他の実体にその特許権の使用を許可するような場合や，土地に対して地役権を
設定させるなどの場合である。しかし，抵当取ヲIは借り手または抵当提供者に対して貸
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P.ローゼ ([22]，p.17)は，この「権利の束」という考え方に基づけば，基
礎にある単一の資源について複数の資産が存在する場合もあるとの見解，つま
り，契約の差異や時期の差異のために，譲渡権，転換権および利用権が単一の
実体によって保有されない場合もあるとの見解を次のように述べている 200
「単一の資源にとっての権利は，多数から成り立っているので，同一の資源
が，それに属するいくつかの権利の束を持ち，したがって，関連するいくつか
の資産をもつことがある。それゆえ，資産は，基礎にある資源について単一で、
あるとはかぎらない。資産は，その資源に関連する権利の構成要素について単
ーであるにすぎない。契約の差異や時期の差異のために，譲渡権，転換権およ
び利用権のすべてが単一の実体によって保有されないこともある。たとえば，
リースの借り手は，利用権を獲得するが，一般に，譲渡権または転換権を獲得
しない。したがって，借り手の資産は，利用権の束である。その価値は，利用
に対する制限の数およびタイプに依存するであろう。リースの貸し手は，転換
権，資産を売却する権利，資産を抵当に入れる権利および(契約制限に従って)
リースを売却する権利から成り立つ異なる権利の束を有している。
し手または抵当権設定者に財産に係る一定の権利を移転するよう要求するが，このよう
な抵当取引の下では状況はもっと暖昧になる。」
20 信教授 ([21]， 7頁)は，リース資産の所有権を「受益的権利(占有使用権)J と「担
保的権利」とに分化する見解について，次のように述べている。「リースの提供者は，
貸与資産自体が生む価値はユーザーにゆだね，所有権の核となる担保的な部分のみを拘
束し，顧客の希望するリース物件の占有的な使用，すなわち実質的な所有権部分である
受益的利益を提供する。そして，その見返りに契約上の収益たる将来のリース料を得る
という，物件を媒体としたファイナンス機能は近代リースの論理を支える核心部分であ
る。また，この使用による受益的な利益を物件の経済的所有権の実質とみなす考えは，
リースのサーピス性の論理を支えるうえで不可欠でもある。この論理に立てば，リース
契約を前提に法的には貸与資産はリース会社に属するものの，経済実態的にはユーザー
に属するということになる。(図 1参照)
(図 1) 
! リース資産の所有権 I i受益的権利J(beneficial山附)=
| 占有使用権→経済実態的な権利 i
， i担保的権利J(security interest) →レツサー側の権利|
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時期の差異は，財の購入契約を締結するが後日まで所有権が移転しない購入
コミットメントに一般に係わる。契約時点で購入者は，譲渡権を獲得するが，
利用権および転換権は，通常所有されるまで獲得されない。したがって，契約
日での資産は，譲渡権を含むが，利用権および転換権を含んでいない。これら
の権利は，所有されるまで，購入者に利用できない。」
さらに， P.ロー ゼは， r譲渡権とは，経済的資源に属する利用権および転換
権の移転をいい，契約それ自体から生じる。他方，利用権および転換権は，実
際の資源に関係する ([22]，p.18) Jものであるとの譲渡権，転換権および利
用権の本質観に基づいて，その認識・測定について， r契約日において，譲渡
権の価値は，価格が均衡価格であると仮定すれば，ゼロである。時の経過に伴っ
て，同ーまたは類似の資産の市場価格は変動する。このことは，譲渡権の価値
を表す正または負の価値を与える。したがって，譲渡権は，市場価格と契約価
格との差額として認識されるべきである。他方，利用権および転換権は，契約
価格として認識される ([22]，p.18) Jと主張している。
P.ローゼは，上記のように資産は，契約日においては，譲渡権，利用権お
よび転換権のすべてを含むわけではないとの観点から，意思決定有用性に基づ
いて未履行契約を認識することに対する問題点を「意思決定有用性に基づいて
未履行契約のもとでの名目的金額を認識することを支持する議論は，いかなる
権利が認識されているのか，これらの権利が報告時点で実体に保有されている
のか否かを特定していない。目的適合性および信頼性が意思決定有用性の基本
的特質である。未履行契約を認識する支持論は 早期の認識を支持する目的適
合性と表現の忠実性によって信頼性を支持する確実性規準に基づいている。し
かしながら，いくつかの権利(たとえば，利用権および転換権)は，報告の時
点では実体の支配下にない。これらの権利が実体の支配下にあると推測するこ
とは，表現の忠実性および信頼性と矛盾する ([22]，p.18) oJと指摘している。
その上で， P.ローゼは，次に示すような商品売買契約に関する設例によって，
意思決定有用性に基づいて未履行契約を認識することに対する問題点をより具
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体的に明らかにしている ([22J.pp.18-19)。
【設例10]
A社が12月31日にB社に1，000ドルで商品を販売する契約を締結する。両社
とも決算日が12月31日で同じである。この契約は，厳しい解約条項を含むので，
確実性規準を満たしている。
この設例の概要は，次の表lで示されている。譲渡権，利用権および転換権
は. a. uおよびcの文字でそれぞれ示されている。記録の資産側だけが示さ
れている。なお，状況3においては，市場価格が契約価格以下に下落する場合
には，権利が負の価値を有することもありうる。
表1 異なる引渡日と支払日の組み合わせのもとで保有される権利
状況 Aネ土 B社
契約日12月31日
状況1 ヲl渡日12月31日 現金 1 a. u. c 1 商品 1a. u. c 1 
支払日12月31日
状況2 ヲl渡日12月31日 売掛金 1a. c 1 商品 1a. u. c f 
支払日 1月31日
状況3 ヲ|渡日 1月31日 引き渡される商品 1a 1 注文済の商品 1a 1 
に対する債権
支払日 1月31日
状況1(完全履行契約)においては，両社とも，資産を獲得し，これらの資
産に対するすべての権利を保有する。これらの資産は，慣行上1，000ドルで認
識されるであろう。状況2(一部未履行契約)においては.A社は，資産つま
り債権を獲得し，譲渡権および転換権を保有するが，利用権は保有しない。た
とえば， A社は，債権回収のため第三者にサービス義務を含む契約全体を売却
することもあれば，その債務を分解し，サービス義務を保留することもある。
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B社は，商品に対するすべての権利を獲得する。資産は，慣行上やはり 1，000
ドルで認識されるであろう。状況3(完全未履行契約)においては， A社は，
契約それ自体を譲渡する権利を保有する。たとえば， A社は，第三者に履行義
務を引受契約させたり，別の当事者にその契約を売却することもある。いずれ
の取引も金融商品市場では一般的である。 B社は， 1月31日に商品を受け取る
契約上の権利を獲得する。 B社は 第三者に売却することもある。
状況3と状況1および2との間には獲得される資産および権利のタイプに大
きな差異がある。状況3において A社またはB社は，市場価格の変動に応じ
て売却するかもしれない契約を有している。先物為替予約の場合，為替レート
が変動すれば，契約の市場価値が当初価格と異なるであろう。したがって，譲
渡権の価値とは，この差額である。それは当初価格ではない。上記の設例では，
12月31日において，譲渡権の価値は，価格が均衡価格であるなら，間違いなく
ゼロであろう。同じように， B社は，市場価格の変動次第で行使するかもしれ
ない譲渡権を有している。両社とも12月31日に利用権または転換権を有してい
ない。
状況3の未履行契約における資産が， 12月31日にA社にとって1，000ドルの
売掛金として認識され， B社にとって1，000ドルの商品として認識されるなら，
両社がその時点ですべての権利を保有していると推測されることになる。この
ことは，取引の影響を忠実に表現しているとは言いがたい。
P.ローゼ ([22]，p.18)は，上記のように資産を 3つの権利(譲渡権，利
用権および転換権)の観点から認識する見解に基づいて，未履行契約に関する
結論を「契約日では，譲渡権の価値は，通常ゼロであるので，その時点では，
認識すべきものは何もないことに留意すべきである。契約日後，市場価格の変
動が生じる。これらは，譲渡権の価値として認識すべきである。」と述べてい
る。さらに， P.ローゼ ([22J，p.20)は，この結論を先物為替予約に適用し，
次のように主張している210
「ニュージーランドの企業が， 1月1日に， 2カ月先物予約レート:1 NZ 
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ドル0.6171米国ドルで， 10，000ドルを購入する先物為替予約を締結する D した
がって， 10，000米国ドルの価値は， NZドルでは16，205NZドルである。ハンコッ
クやケンプおよびフイリップスは， 1月 1日において外貨未収金と16.205NZ
ドル未払金を表示する先物為替予約を認識する。しかしながら，先物為替予約
は， 3月1日までは，購入者に譲渡権，つまり，望ましい場合に先物為替予約
を取引する権利を与えるにすぎない。この権利は，決済日までの任意の期日に
購入者によって売却または手仕舞される。その権利は，先物為替予約レートの
変動いかんにより価値を獲得または喪失する。米国ドルに対する先物為替予約
レートが2月 1日に， 1カ月先物予約レート0.6159米国ドルに変動すると仮定
する。国内通貨での10，000米国ドルの価値は，いまや16，236NZドルとなり，企
業は， 31NZドルだけ儲かったことになる。したがって，権利の価値は， 31NZ 
ドルであり，企業は， 1カ月先10，000米国ドルを売る別の先物為替予約を結ぶ
権利を行使することを選ぶかもしれない。この譲渡権の価値は，交換される貨
幣金額，つまり， 10，000米国ドルまたは16，205NZドルと同じではない。この価
値は，契約上の予約レートと将来期日に対応する市場先物予約レートとの差額
に基づいている。企業が追加的な利用権および転換権を取得するのは，決済日
21 P.ローゼ ([22J.pp.20-21)は，上記のような未履行契約に関する見解を建物購入契
約に適用し，次のように主張している。「企業が.3カ月先に所有することになる建物
を購入する契約を締結すると仮定する。名目上の資産は，建物であるが，建物それ自体
からの便益は，所有する日まで享受できない。しかしながら，この契約が，それ自体の
価値を取得する場合がある。契約締結後，所有されるまでの短期間に市場価格が上昇す
るならば，金融商品(つまり，契約)それ自体が，価値を取得する。購入者が価格の変
動により実際上利得を得るからである。この利得は，建物の予約販売に対する別の契約
を締結することにより実現される。あるいは，その利得は，保有利得という形態をとる
こともできる。いずれの場合でも，この金融商品は，獲得された価値をもっ。この価値
は，契約日後ならいつでも利用可能である。逆に，建物の市場価格が下落するならば，
金融商品は，負の価値を取得する。企業は，建物に対して当初金額を支払うことを約束
しているからである。建物それ自体は，所有されるまで利用可能ではない。したがって，
利用権または転換権は，その時まで取得されていない。『建物jという資産は，利用権
または転換権が取得されるまで，認識すべきではない。J
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に限られる。したがって， 16，205NZドルの資産が認識されるのは，決済日に
限られる。J
このP.ローゼの主張は 先物為替予約に関する次のような会計処理方法を
示唆している。だたし，決算日は 2月1日であり，決済日の直物レートは 1
NZドル=0.6147米国ドルであるとする。
契約日 1月1日 仕訳なし
決算日 2月1日譲渡権 31NZドル 為替差益 31NZドル
決済日 3月1日 16，268NZドル 16，205NZドル
(10，000米国ドル) 譲渡権 31NZドル
為替差益 32NZドル
要するに， P.ローゼによれば，先物為替予約の契約日では，譲渡権の価値
は，通常ゼロであるので，その時点では，何も認識すべきではない。しかしな
がら，契約日以降，先物レートが変動すれば，契約それ自体に市場価値が生じ
るので，この差額を譲渡権の価値として認識すべきであると主張されている。
古賀教授22 ([12]， 87-88頁)は，上記のP.ローゼの主張を未履行契約の認
22 古賀教授 ([12J，86-87頁)は， P.ローゼの主張について， rこのような未履行契約に
含まれる権利・義務概念(とくに，権利サイド)を明確に識別し，その資産性の論拠を
解明し，会計上の取扱いに対して新たな視点を示すものとしてローゼ (Rouse，P.)の
見解がある。これは未履行契約の認識問題に対して，財産権 (propertyright)という
新たなパースペクテイブに着目するものであり，デリパテイブの認識問題についても重
要な示唆をなすものと思われる。」と述べた上で， P.ロ}ゼによる財産権パースベクテイ
ブの主な特徴を次のように要約している。
① 資産は権利の束として把握され，このような資産の財産権を構成するものとして次
の3つがある。(イ)財貨を費消または利用する権利(利用権)， (ロ)財貨を転換する
権利(転換権)，および(ハ)財貨を譲渡(売却)する権利(譲渡権)。これらはそれぞ
れ将来の経済的便益の源泉をなす。
② 譲渡権は経済的資源に係る利用権並びに転換権の移転に関するものであり，契約そ
れ自体から生じる権利であるのに対し，利用権・転換権は実際の資源自体に関する権利
をなす。したがって，利用権・転換権が契約価格として認識されるべきであるのに対し，
譲渡権は契約の対象となる資源の市場価格と契約価格との差額として認識されるべきで
ある。
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識問題に対する新しい論理を展開したものとして次のように評価している。
「このように， r譲渡は経済的資源に付随した利用並びに転換権の移転に言及
し，契約自体から生じるのに対し，後者の利用権・転換権は実際の資源に関連
する』点に留意されたい。したがって， r未履行契約の締結日には，資産は譲
渡権から構成され，利用権もしくは転換権を含まない。』
もっとも，契約自体の価値はその市場価格の変動に即して発生するので，契
約締結日には，通常この契約自体の譲渡価格はゼロである。たとえば， r為替
予約の場合，為替レートが変動すれば，契約の市場価値は当初の価格とは相違
するであろう。したがって，譲渡権の価値はこの差額であって，当初の契約価
格ではないJこのように，未履行契約の締結日には，契約の譲渡権という資
産を取得するものの，通常その価値(市場価値の変動)はゼロであり，実質的
には何も認識されないことになる。しかし，契約締結日以後，市場価格の変動
に即して譲渡権の価値が認識されなければならない。これはデリバテイブ契約
の認識問題に対して意思決定有用性パースペクテイブとは異なった論理を提示
するものとして注目されよう。」
(口)内藤哲哉氏による提案
内藤哲哉氏は，費用収益対応の論理に基づいて，①金融債権債務に対するヘッ
ジ目的，②営業債権債務に対するヘッジ目的，③コミットメントに対するヘツ
③ 契約日での譲渡権の価値は通常ゼロであり，契約それ自体はなにも認識されないの
に対し，契約日以後では，市場価格の変動に伴い，譲渡権の価値が認識されなければな
らない。
④ 未履行契約について，意思決定有用性パースペクテイブから，契約日にその総額を
認識することは将来キャッシュ・フローの予測に役立つ情報の提供という点で目的適合
性の要請に合致するかもしれない。しかし，財産権パースペクティブからは，契約日で
の名目額を計上することによって資産に係るすべての権利を保有するかのように誤導す
ることになり，表示の忠実性・信頼性の要請に抵触することになる。企業が保有する権
利の市場価格に係る情報は，経営者の業績評価のためのベターな尺度を提供し，かつ，
表示の忠実性をも満足するので，財務諸表の有用性(情報の目的適合性と信頼性の組合
わせ)を促進するのに役立つ。
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ジ目的のそれぞれの先物外国為替(先物為替予約)の会計処理方法を次のよう
に提案している230
内藤哲哉氏 ([20]，43頁)は，①金融債権債務に対するヘッジ目的の先物外
国為替の会計処理方法については， i (改訂前)外貨建取引等会計処理基準」に
よる外貨建長期債権債務に係る為替予約の会計処理方法あるいは iFASB基準
書第52号Jによるヘッジ目的の先物為替予約の会計処理方法を次のような論拠
に基づいて支持しているヘ
「金融債権債務は外国通貨に対する金利を発生させるが，さらに先物外国為
替を売買することによって，直先スプレッドというデイスカウントあるいはプ
レミアムを負担または享受することになる。
これらは対象となる2国間の金利差によって決定され，これを受取利息ある
23 内藤哲哉氏 ([20]， 45頁)は，投機目的の先物外国為替の会計処理方法について， I先
物外国為替の投機は，先物為替レートそれ自体を投機の対象とし，為替レートや2国間
金利差の変動に対して自ら見通しをたて，キャピタルゲインを利得しようとするもので
ある。これに対しては，決算日における契約残存期間に対応する先物レートと先物約定
日の約定レートの差に先物約定外貨額を乗じたものを損益として認識するのである。」
と主張している。
24 内藤哲哉氏 ([20J，44頁)は，金融債権債務のヘッジについて「外貨建取引等会計処
理基準Jによる外貨建長期債権債務に係る先物為替予約の会計処理方法あるいは IFA
SB基準書第52号Jによるヘッジ目的の先物為替予約の会計処理方法のいずれの方法を
適用すべきかに関して，次のように主張している。「一般に取引が少ないか，個別のヘツ
ジ関係の特定が技術的に可能であるならば，先物外国為替とへッジ対象とのあいだに従
属的関係を認め， r外貨基準』の方法によるべきであると思う。これによると，金融債
権債務の個別的な状況をより的確に示すことになるからである。
一方，銀行などにおける金融債権債務については，近時取引量が増大し，また利益の
極大化を追及するためトレーダーの操作が複雑化している。これに伴い通貨スワップ取
引の個別の特定が困難になってきている現状にある。
そのためこうした場合には，先物外国為替取引の独立性を認め， rFASBJの会計処
理を適用することが技術的に望ましいことになる。
したがって，先物外国為替の取引の独立性については，それぞれの条件しだいによる
と考えるが，いずれにしても直先スプレッドを均等に期間配分することによって，費用
収益の対応を図るべきことに変わりはない。」
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いは支払利息とすることによって，財務情報として表面金利を実質金利に修正
することが可能となるのである。
したがって，金利の発生が伴う金融債権債務については その直先スプレッ
ドを通常の利息と同様に，時間の経過を基準として期間損益に計上していく必
要がある。
また金融債権債務の会計処理は，一般に満期日まで保有することを前提とし
て処理され，それゆえ保有中の金利変動に対する債権債務の元本につき，通常
キャピタルゲイン・ロスを認識しないこととしている。
したがって，先物外国為替についての損益認識にあたっても，契約実行日ま
でそれの反対売買は行われないと仮定し， 2国間金利差の変動によるキャピタ
ルゲイン・ロスを認識しないことが，費用収益の対応から望ましいこととなる。j
また，内藤哲哉氏 ([20J，44頁)は，②営業債権債務に対するヘッジ目的の
先物外国為替の会計処理方法については i(改訂前)外貨建取引等会計処理基
準Jによる為替予約の付されている外貨建取引の会計処理方法(為替予約によっ
て確定している金額で記録する)を次のような論拠に基づいて支持している250
「通常営業債権債務は，金利の発生を伴わず，したがって金融債権債務のよ
うに直先スプレッドを期間配分してもこれに対応する費用収益は存在しないの
である。…したがって，ここでは直先スプレッドの本質にかかわりなく，営業
債権，言い換えれば営業取引の費用収益の対応に注目することとする。
たとえば，先物外国為替の目的がある特定の販売取引の債権と紐付きである
場合，その取引の採算計算および意思決定は，直先スプレッドを加算減算した
正味入金額によることとなるだろう。
25 内藤哲哉氏 ([20].44頁)は，営業債権債務に対するヘッジ目的の先物外国為替の例
外的会計処理方法について 「もちろん へッジの対象となる営業債権債務の回収期聞
が通常の取引と比べて長期にわたる場合，その債権債務は金融的性格を持ったものと考
える必要があるだろう。したがって，営業債権債務のうち一部を利息として計上してい
るような特殊な場合，直先スプレッドについても利息の性格を有することとなり，期間
配分を考えねばならないことになる。Jと主張している。
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すなわち，こうした契約を締結する担当者は，これらのプレミアム・デイス
カウントを考慮に入れてどの通貨で，いくらで価格を決定するかを選択するは
ずであり，これによって円貨での純手取額を確定し取引の採算を計ることにな
る。
こうした意思決定のプロセスを会計処理に反映させようとするならば，直先
スプレッドを予約時に認識し，関連する外貨建取引の測定に含めるべきことに
なる。これによって，対応する売上原価と同ーの会計期間の収益とすることが
できるのである。」
さらに，内藤哲哉氏 ([20]，44頁)は，③コミットメントに対するヘッジ目
的の先物外国為替の会計処理方法について， iFASB基準書第52号」によるコ
ミットメントに対するヘッジ目的の先物為替予約の会計処理方法を次のような
論拠に基づいて支持している。
「経営者は，為替リスクを回避するために先物外国為替を売買し，この予約
額で、採算計算を行っているはずである。このことから，これに応じた費用収益
の対応計算を実現するためにも，取引日以前の決算期で換算替えを行い為替差
損益を認識することは望ましいとは言えないのである。…コミットメントの実
行である外貨建取引以前では換算替えの対象とせず，取引が実行された時この
先物予約額で取引額を確定させることになる。これによって，経営者の意思決
定に即した適正な費用収益の対応が可能となるのである。J
内藤哲哉氏は，上記のような費用収益対応の論理に基づく先物為替予約の会
計処理方法26を提示した後実際には ヘッジ対象の債権債務と先物外国為替
26 内藤哲哉氏 ([20]，45頁)は，費用収益対応の論理に基づく先物為替予約の会計処理
方法の問題点を「一般の事業会社において，エクスポージャーのへッジは企業全体のポー
トフォリオに対してなされるのが通常である。債権，投資さらに債務といったストック
はもとより収益・費用のようなフローに対しても包括的にリスクを回避しようとしてい
るのである。…こうしたことを前提として考えると，先に示したような営業債権債務あ
るいは金融債権債務の紐付き的従属的会計処理のためには，事実上，決算に際して会計
処理のためだけに，それらの債権債務と先物外国為替とを結びつける意思決定を行う必
要があり，それらが必ずしも営業上の意思決定とは一致しない場合があることになる。」
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との個別的対応関係は認められないとの観点から，包括的なヘッジ目的の先物
外国為替(先物外国為替を企業のポートフォリオに対する包括的なヘッジとし
て売買した場合の先物為替予約)の会計処理方法を「譲渡可能なサービス」と
いう概念に基づいて，以下のように提案している。
(1) 先物外国為替の本質は「譲渡可能なサーピス」である。内藤哲哉氏
([20]， 46頁)によれば「この場合の“譲渡可能なサービス"とは，金融商品
がもたらすリスクヘッジ・サービスであり，またこれが高度に発達したオープ
ン市場，インターバンク市場などを介して容易に流通し，オフバランスの契約
でありながらいつでも譲渡によって換金可能なものであることを指している。」
と説明されている。
(2) 次に，先物外国為替は， Iその契約時には会社の資産・負債の増減を引
き起こす取引とはいえないため，貸借対照表能力を認めることはできない。し
かしながら，契約後時間の経過とともに，N-4で述べたような損益(①直物
為替相場の変化による損益，②2国間金利差によるインカムゲイン・ロス，③
2国間金利差の変動によるキャピタルゲイン・ロスー引用者挿入)が必然的に
発生し，これらの損益は高度に発達した市場を通じ，随時反対売買によって決
済されキャッシュフローに結び付くのである。したがって，約定日後の決算期
には，こうしたサービス契約について，発生した損益分だけ貸借対照表能力を
認める必要がある ([20]，46頁)oJと説明されている。また，この損益分は，
(a)当該期間のサービスの消費高・稼得高である損益，つまり(②+③)と(b)リ
スクヘッジ・サービスの果実である直物レートの変化に伴った損益，つまり①
から構成されていると説明されている。
(3) (a)のサービスの消費高・稼得高である損益の本質については， I私たち
と指摘している。その上で，内藤哲哉氏 ([20]，46頁)は， I先に示した方法は，確かに
費用収益の対応といった論理的斉合性の立場からは首肯しうる。しかしながら，包括的
な先物外国為替について考えるならばそこにヘッジ対象の債権債務との個別的対応関
係は認められず，したがって個別的な費用収益の対応を前提とした方法は放棄せざるを
えないことになるのである。」と結論づけている。
-87 (259)-
は，こうしたサービスに対して，すでに貸借対照表能力を付与している。それ
は，未払費用・未収収益などの経過勘定として認識されるのであって，先物外
国為替について貸借対照表能力を与えたとしても，そのことが必ずしも現行の
枠組を逸脱するものでないと考える。仮にドルの先物を購入した場合，通常デイ
スカウントされるが その直先スプレッドは未払(未収)のリスクヘッジ・サー
ビス，より平易には保険サービスの対価ということになるのである ([20]，46 
頁)oJと説明されている。また，そのサービスの消費高・稼得高の測定につい
て， r決算日にその残存保険サービスを金額的に測定しようとするならば，先
物外国為替市場において成立した価格，すなわち同一の契約実行日に対する先
物外国為替のレートをもとにして，決算日の直先スプレッドを算定し，これに
よって測定が可能となるのである。そしてまたこの決算評価替えによって，当
該期間に消費・稼得された保険サーピスの金額も測定されることとなる
([20]， 47頁)oJと説明されている。
(4) 次に， (b)リスクヘッジ・サービスの果実である直物レートの変化に伴っ
た損益について， 1ここで先物外国為替を独立の取引とみる限り，ヘッジ対象
のオンバランスの債権債務についても概念的に期末の直物レートで換算がなさ
れていることになる。したがって リスクヘッジ、を行ったという事実を反映さ
せるためには，これによる換算差損益を相殺することが必要となる。このこと
からすると，先物外国為替についても約定日から決算日までの直物レートの変
動を認識する必要がでてくるのである ([20]，47頁)oJと説明されている。
要するに，内藤哲哉氏 ([20]，47頁)によれば， rヘッジ目的の先物外国為
替を，企業全体のポートフォリオに対する包括的ヘッジと考え，それを“譲渡
可能なサービス"と考えるならば，特定の会計期間における保険サービスの消
費(提供)高は，契約日と決算日の直先スプレッドの差に先物外国為替の約定
外貨額を乗じたものであることになる。Jまた， rこれ(保険サービスの果実で
ある直物レートの変化による損益-引用者挿入)は決算日と先物約定日の直物
レートの差に先物約定外貨額を乗じて算定される。」と主張されている。
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内藤哲哉氏 ([20]，47頁)は，設例によって，上記の主張に基づく会計処理
方法を次のように示している。
【設例11]
今事業会社Aが，昭和63年10月1日に自己の有するエクスポージャーに対し
て6カ月の先物外国為替100，000ドルを売却27したとする D なお， 10月1日の直
物レートが130円， 6カ月もの先物レートが127.80円であり， 12月31日決算日
の直物レートが127円， 3カ月もの先物レート126.06円であるとする。
12月31日決算日において，次のような損益が認識される。
① リスクヘッジサービスの当期消費分
$100，000X 1 (130-127，80) - (127-126，06) f =￥126，000 損
(借)為替差損(支払保険料)126，000 
(貸)先物仮勘定(未払保険料)126，000 
②直物レートの変化による先物為替損益
$100，000X (130-127) =￥300，000 益
(借)先物仮勘定(未収収益)300，000 
(貸)為替差益 300，000 
内藤哲哉氏 ([20]，47頁)は，さらに上記の主張の合理性を「こうした会計
処理を行うことによって，投機に対するそれ(rFASBjのそれとも同じ)と
同じ損益を計上することになり，したがって私見としては，目的にかかわらず
全て同一の期間損益を計上することになる。」と説明している。このことを例
証するために， (設例11]の内容を一部変更し， I今事業会社Aが，投機目的
で6カ月の先物外国為替100，000ドルを売却したとする」。この場合，決算日の
会計処理は，次の通りとなり，前記のヘッジ目的の会計処理方法によるのと同
じ損益を計上することになると説明されている口
27 原文 ([20J，47頁)では「購入」となっているが，明らかに「売却Jの誤りであると
考えられるので， I売却」と訂正した。
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$100，000X (127.80-126.06) =￥174，000 益
(借)先物仮勘定 174，000 
(貸)為替差益 174，000 
上記の内藤哲哉氏の見解は 基本的には包括的なヘッジ目的の先物外国為替
に対する会計処理方法を提案するために展開された論理あり，投機目的の先物
外国為替を含むすべての先物外国為替に対する会計処理方法を提案するために
展開された論理ではない。また，リスクヘッジ・サービスの果実である直物レー
トの変化に伴った損益について 「ここで先物外国為替を独立の取引とみる限
り，ヘッジ対象のオンバランスの債権債務についても概念的に期末の直物レー
トで換算がなされていることになる。したがって リスクヘッジを行ったとい
う事実を反映させるためには，これによる換算差損益を相殺することが必要と
なる。このことからすると，先物外国為替についても約定日から決算日までの
直物レートの変動を認識する必要がでてくるのである。」と説明されているが，
この説明は，ヘッジ目的の先物外国為替は ヘッジ目的だから直物レートの変
動を認識する必要があると説明しているにすぎない。リスクヘッジ・サーピス
の果実である直物レートの変化に伴った損益について， Iリスクヘッジ・サー
ビスを消費または稼得した結果，その果実である直物レートの変化に伴った損
益が生じるので，それを認識する必要がでてくるのである。」と説明すべきで
はないかと考えられる。
V むすび
本論文では，基準書第52号を中心に先物為替予約の会計処理方法に関する基
本的な会計問題を検討した。第E節において明らかにしたように，基準書第52
号は，ヘッジ目的の先物為替予約と投機目的の先物為替予約とを区別してその
会計処理方法を規定している口つまり，基準書第52号は，①未決済の外貨建取
引をヘッジするための先物為替予約，②識別可能な外貨建コミットメントをヘツ
ジするための先物為替予約，③外国にある企業の純投資をヘッジするための先
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物為替予約，④投機目的の先物為替予約について，それぞれ異なる会計処理方
法を規定している。ヘッジ目的の先物為替予約についての損益は，決算日の直
物レートと先物為替予約の開始日の直物レート(または，前期の決算日に損益
を測定するために用いた直物レート)との差額に先物為替予約の外貨金額を掛
けることにより算定され，①についての損益は，当期損益として認識される。
②についての損益は，繰り延べ，外貨建取引に含められる。③についての損益
は，外貨が機能通貨である場合には，換算調整勘定(独立した持分構成項目)
として計上され，報告通貨が機能通貨である場合には，当期損益として認識さ
れる。また，ヘッジ目的の先物為替予約についてのデイスカウントまたはプレ
ミアム(つまり，先物レートと契約の開始日の直物レートとの差額に先物為替
予約の外貨金額を掛けた金額)は 契約期間に、渡って当期損益として認識され
る。ただし，②についてのデイスカウントまたはプレミアムは，繰り延べ，外
貨建取引に含めることもできる口また，③についてのデイスカウントまたはプ
レミアムは，外貨が機能通貨である場合には，換算調整勘定に含めることもで
きる D ④投機目的の先物為替予約についての損益は，契約の残存期間に対応す
る先物レートと契約上の先物レートとの差額に先物為替予約の外貨金額を掛け
ることにより算定され，当期損益として認識される。
第E節において明らかにしたように 基準書第52号による先物為替予約の会
計処理方法に対して 2つの問題点が指摘されている。 1つは，基準書第52号に
よれば，先物為替予約は未履行契約であるにもかかわらず，契約時に認識され
ているとの問題点である。もう 1つは，基準書第52号によれば，先物為替予約
がヘッジ目的であるか投機目的であるかによって 異なる会計処理方法が適用
されるので，経営者による利益操作の可能性があるとの問題点である。
第W節において，未履行契約を契約時に認識しているとの問題点を解決する
ため先物為替予約を未履行契約として厳密に処理する方法を検討した。この厳
密な会計処理方法は，未履行契約としての先物為替予約を契約時に認識する会
計処理が一般に認められた会計原則に反するとの問題点を回避するための実務
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上の方策にすぎない。また，この会計処理方法によれば，契約時に未履行契約
が認識されることはないが，決算日には未履行契約の認識を前提とした会計処
理がなされている。さらに この厳密な会計処理方法を提示している論者は，
決算日に先物為替予約に関する損益を認識する論拠(つまり， r未履行契約の
損益」をその「履行J以前に計上する論拠)を明らかにしていない。
第V節において，先物為替予約がヘッジ目的であるか投機目的であるかによっ
て異なる会計処理方法が規定されているとの問題点を解決するための2つの提
案を検討した。つまり，①投機目的の先物為替予約に対する会計処理方法に統
一化することによる解決法(先物レート統一型会計処理方法と呼ぶ)と②ヘッ
ジ目的の先物為替予約に対する会計処理方法に統一化することによる解決法
(直物レート統一型会計処理方法と呼ぶ)を検討した。先物レート統一型会計
処理方法を支持する見解として，森田教授の見解などを検討した。先物レート
統一型会計処理方法を支持する見解によれば，為替予約は，先物レートで外貨
を売るまたは買うというそれ自体独立した取引である主張される。また，契約
日や決算日に同額・同期日の為替買(売)予約をすれば為替予約の権利・義
務を先物レート換算額で確定できる。したがって，為替買(売)予約の換算は，
直物レートではなく，先物レートを基準とするのが合理的であると主張される。
さらに，この見解によれば，実際には為替買(売)予約をしないで投機をして
いるとみるので，為替予約に関するその後の投機損益(為替差損益)は，契約
日や決算日における先物レート換算額とその後の決算日や決済日における先物
レート換算額との差額として測定すべきであると主張される。先物レート統一
型会計処理方法を支持する見解も，基準書第52号に対する第一の問題点，つま
り，先物為替予約は未履行契約であるにもかかわらず，契約時に認識されてい
るとの問題点について納得のいく説明を与えていないと考えられる。また，為
替予約に関する投機損益(為替差損益)を契約日や決算日における先物レート
換算額とその後の決算日における先物レート換算額との差額として測定すべき
であるとする主張も，実現主義の立場からの批判に対して十分納得のいく説明
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を与えていないように思われる。
直物レート統一型会計処理方法を支持する見解として 明日山氏の見解とM.
A.フェクラットの見解を検討した。明日山氏の見解によれば，為替買予約と
円借入・外貨預金取引は，同一の取引であり，また，為替売予約と外貨借入・
円預金取引は同一の取引であるので，外貨買予約債権と外貨売予約債務は，そ
れぞれ外貨預金と外貨借入金と同様に処理すべきであると主張されている。し
かしながら，為替買予約・為替売予約は，未履行契約であるのに対して，円借
入・外貨預金取引・外貨借入・円預金取引は，完了した取引である点で異なる
取引であると考えられる。また，円借入・外貨預金取引や外貨借入・円預金取
引とともに金利差額の期日授受を約す取引は 明日山氏自身も指摘しているよ
うに「擬制」取引である。したがって，明日山氏の見解は，異なる取引を同一
の取引であるとみなしている点や「擬制j取引を前提にしている点に問題があ
ると考えられる。また.M.A.フェクラットの見解は. [""ヘッジ目的であれ，
投機目的であれすべての先物為替予約は，一般に認められた会計原則に準拠し
て直物価格で記録すべきである。jとの主張と「先物為替予約に関するプレミ
アムまたはデイスカウントは 損益等式の分離不能な部分である。したがって，
それは，勘定に認識すべきである。Jとの主張に基づいて，直物レート統一型
会計処理方法を支持している。しかしながら.M..A.フェクラットが主張する
ように，契約日に先物為替予約を直物価格で記録することが，一般に認められ
た会計原則に準拠することになるのか疑問である。また.M.A.フェクラット
の見解は，先物為替予約が未履行契約であることを無視している点により基本
的な問題があると考えられる。
第百節において，先物為替予約に対する新たな会計処理方法の提案としてP.
ローゼによる見解と内藤哲哉氏による見解を検討した。 P.ローゼは「譲渡権」
という概念，内藤哲哉氏は.[""譲渡可能なサービス」という概念に基づいて，
それぞれ先物為替予約に対する新たな会計処理方法を提案している。いずれの
提案のもとでも，先物為替予約は，契約時には記録されないが，契約日後(決
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算日)には，市場価格(先物レート)の変動が損益として計上される。これら
の提案は，結果として，基準書第52号による先物為替予約の会計処理方法の2
つの問題点，つまり，未履行契約を契約日に認識しているとの問題点と目的別
に異なる会計処理方法が規定されているとの問題点の両方を解消するための提
案になっている。内藤哲哉氏の見解は，基本的には包括的なヘッジ目的の先物
外国為替に対する会計処理方法を提案するために展開された論理あり，投機目
的の先物外国為替を含むすべての先物外国為替に対する会計処理方法を提案す
るために展開された論理ではない。また，同氏によるリスクヘッジ・サービス
の果実である直物レートの変化に伴った損益についての説明は，ヘッジ目的の
先物外国為替は，ヘッジ目的だから直物レートの変動を認識する必要があると
説明しているにすぎず，説得力がないように思われる。 P.ローゼの見解によ
れば，先物為替予約の契約日では，譲渡権の価値は，通常ゼロであるので，そ
の時点では，何も認識すべきではない。しかしながら，契約日後，先物レート
が変動すれば，契約それ自体に市場価値が生じるので，この差額を譲渡権の価
値として認識すべきであると主張されている。このP.ローゼの見解は，先物
為替予約を含む未履行契約の認識問題に対する新しい論理を展開したものとし
て注目に値する見解であると考えられる。
[参考文献]
[lJ American Institute of Certified Public Accountants， Statement of the Accounting 
Principles Board N 0.4， Bαsic Concepts αnd Accounting Principles Underlying 
Finαncial Stαtement， (AICPA， 1970). 
[2J Arpan， Jeffrey S.， and Lee H. Radebaugh， Internαtional Accounting αnd 
Multinαtional Enterprises (Warren， Gorham & Lamont， Inc.， 1981). 
[3J明日山俊秀(稿)r外貨建取引等会計処理基準jの問題点一個別会計上の問題を中心とし
て-J r会計ジャーナルj第18巻1号， 1986年1月， 24-30頁。
[4J Choi， Frederick D. S. and Mueller， Gerhard G.， Internαtionαl Accounting 2nd 
Edition (Prentice-Hall， 1992). 
[5J Evans， Thomas G.， Tayler， Martin E. and Holzmann， Oscar， J. International 
Accounting & Reporting 2nd Edition (South-Western Publishing Co.， 1994). 
-94 (266)一
[6J Fekrat， M. Ali，“Accounting for Forward Exchange Contracts: Theory and 
Implications for Practice，" In Kenneth S. Most， ed.， Advαnces i凡 Inter九αtionαl
Accounting， Voll. (JAI Press Inc.， 1987). pp.249・262.
[7J Financial Accounting Standards Board， Exposure Draft of Proposed Statement 
of Financial Accounting Standards: Accounting for the Trαnslαtion of Foreign 
Currency Trαnsαctionsαnd Foreign Currency Finαncial Stαtements (FASB， 1974). 
[8] ， Statement of Financial Accounting Stαndαrds NO.8: Accounting for 
the Trαnslαtion of Foreign Currency Trαnsαctionsαnd Foreign Currency Finα凡ciαJ
Stαtements(FASB， 1975). 
[9] ， Statement of Financial Accounting Standards No.52: Foreign 
Currency Trαnslαtion (FASB， 1981). 
[10] Ijiri， Yuji.， Recognition of Contrαctual Rights αnd Obligαtions: An Explorαtory 
Study of Conceptuαl Issues (F ASB， 1980) 
[l1JKerr， Jean St. G.， The Definition αnd Recognition of Liαbilities (Victorian 
Printing Pty. Ltd. 1984)，徳賀芳弘(訳)r負債の定義と認識』九州大学出版会， 1989年。
口2J古賀智敏著 『デリパティブj森山書庖， 1996年
口3JKubin，Konrad W.，“Financial Accounting and Reporting for International 
Business Operations，" in H. Peter Holzer ed.， Internαtionαl Accounting (Harper & 
Row Publishers， 1984) pp.47-103. 
[14J Lorensen， Leonard， Reporting Foreign Operαtions of U.S.Compαnies in U.S. 
Dollars， Accounting Research Study N 0.12 (AICPA， 1972). 
[15J Miller， Malcom C. and Islam， M. Atiqul， The Definitionαnd Recognition of 
Assets (AARF， 19槌).太田正博・ J.ロック(共訳)r資産の定義と認識』中央経済社，
1992年。
[16J嶺輝子(稿)Iアメリカでの先物為替予約の会計処理Jr経営と経済J第70巻 4号， 1991年
3月， 93-123頁。
[17J ，著『外貨換算会計の研究j多賀出版， 1992年
日8J森田哲禰(稿)I為替予約と債券先物契約の会計ーその損益認識基準を中心にして-J r会
計』第129巻 1号， 1986年1月， 1-16頁。
日9] ， (稿)I外貨建取引の理論上の換算基準一直物レートと先物レート一Jr経済
集志j第64巻4号， 1995年1月， 161-171頁。
[加]内藤哲哉(稿)I変動する経済環境と財務情報ー先物外国為替の会計処理をめぐって-J
『公認会計士制度創設40周年記念論文集 (JICPANEWS臨時増刊)j第403号， 1989年， 38-
48頁。
[21J信達郎(稿)I日本のリース産業34年の軌跡ーその史的一考察ーJr月刊リースj1997年4
月， 4-14頁。
[22J Rouse， Paul，“The Recognition of Executory Contracts， " Accounting αnd 
Business Reseαrch (Winter 1994)， pp.15-21 
-95 (267)-
[23]田中建二(稿)i外貨建会計と実現主義Jr企業会計J第41巻6号， 1989年9月， 36-41頁。
[24]田中茂次(稿)i為替予約の会計処理Jr商学論纂j第32巻3号， 1990年9月， 1-42頁。
[25]弥永真生(稿)iデリパテイブと企業会計法[I]J r商事法務J1439号， 1996年1月， 2-12 
頁。
[26] ， (稿)iデリパテイブと企業会計法 [n]Jr商事法務j1440号， 1996年1月， 1-
22頁。
-96 (268)-
